
　トラック、バス、タクシー、倉庫、港湾運送、内航海
運、旅客船の事業ごとに｢環境にやさしい取組みを
している運輸事業者｣を認証する制度がグリーン経
営認証です。
　エコドライブや自動車の点検整備、エネルギー効
率の向上、廃車・廃棄物の発生抑制、適正処理、リサ
イクルの推進などの具体的な環境活動が評価され
約7,300事業所が認証を取得しています。

　「環境に配慮した会社経営」で、企業の社会的責
任として環境面にも積極的に取組む会社経営です。
　国土交通省をはじめ各業界団体の協力を得て、
エコモ財団が推進しています。

運輸部門のグリーン経営認証とは…

グリーン経営とは…

グリーン経営で実現できます！

「認証基準」、「取組事例」、「講習会開催予定」など詳細は グリーン経営

＊グリーン経営認証専用ホームページ　http://www.green-m.jp/
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★環境にやさしい取組みをしている
　運輸事業者を是非ご利用下さい！
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� ��巻頭言

会長　白根　武史
トヨタ自動車東日本㈱・取締役社長

2015年度
通常総会挨拶

　車体工業会の会長を務めております白根でござ
います。
　本日は２０１５年度通常総会にあたり、会員の皆様
方には多数のご出席を賜り、誠にありがとうござい
ます。
　昨年度の商用車市場は、消費税率の引き上げが
あったものの、震災復興需要の進展、そして東京オ
リンピック・パラリンピックの準備がスタートし、更
に経済対策に伴う公共投資の増加に支えられ、堅
調に推移した年であったと思います。
　当会会員全体の生産台数は年度合計で２２５万
台、前年度比９５％と２年連続で前年度を下回りまし
たが、当会特有のいわゆる非量産車では１７万８千
台、前年度比１１０％と２０１３年度に引き続き二桁の
増加となりました。
　本年度の商用車市場は、引き続きの代替需要、
復興需要の継続、東京オリンピック・パラリンピック
の開催準備に向けた需要が見込まれるものの、経
済対策による公共投資の下支えは徐々に減衰する
ものと思います。これらを踏まえ、大中型貨物車は
８５千台（前年度比９７%）と若干前年度を下回るも
のと予測しております。また、中長期的にも国内輸
送量の増加を想定することは難しく、国内商用車需
要は漸減すると考えております。
　そういった先の予測の中で、我々はあのリーマン
ショックと同じ轍を踏むわけにはまいりません。会員
相互の理解と団結で、会員個々の時代の流れに任
せた固定費の増大は抑えて、あらゆる面での会員
相互のバインドの強さが必要になってまいります。
　当会では、「安全対応活動の推進」、「環境対応自
主取組みの推進」そして「中小企業経営支援の充

実」を重点項目として取組んできております。また
皆様から要望の強い「技術的支援活動の推進」など
の「会員メリットに直結する事業」を優先に取り組む
所存でございます。
　具体的な計画につきましては本日の総会にてご
審議いただきますので、忌憚のないご意見をよろし
くお願い申し上げます。
　さて、本年は役員改選期となっており、私は本総
会をもちまして会長職を渡辺さんにお願いするこ
とといたしました。
　この２年間の任期中は会員の皆様をはじめ、多く
の皆さんのご支援、ご協力をいただき、少しずつで
はありますが理事会での議論や各種大会そして発
表会の活性化を図られたのではないかと思ってお
ります。あらためて会員の皆様に深く感謝申し上げ
る次第であります。
　自工会よりも創設が早いこの車工会は、日本の
近代モノづくりを支えてきた基盤の一角でありま
す。「働くクルマづくり」は一人ひとりのお客様のご
要望に応えて「一点一葉（※）」での細かなモノづく
りの歴史があります。そういう中でしっかりとつな
がれた技能の高さと人材の育成をこれからも大事
にして、かつ部品の共通化など効率化できるもの
は一致団結して進め、そのためにも我 「々働くクル
マづくりの車工会」がこれからも拡がることを祈念
いたします。引き続き皆様が力を合わせこれらの実
現を図っていただきますようお願い申し上げます。
　本日は誠にありがとうございます。

　このたび、車体工業会の会長を務めることになり
ました渡辺でございます。
　当会は、社会生活を豊かにし、安心・安全な社会の
実現に不可欠な、さまざまな「働くクルマ」の製造を
しているたいへん重要な団体であり、創立から６７年
を迎えました。この間、諸先輩が築いてこられた長
い歴史が、現在の当会を支えていることを思います
と、新しい会長として、身が引き締まる思いでござい
ます。
　白根前会長におかれましては、強い指導力と迅
速、かつ、適切な判断により、車体工業会をリードさ
れ、多くの成果をあげられました。深く感謝申しあげ
ますと共に、今後とも、新たな立場でのご指導、ご支
援をよろしくお願いいたします。　
　さて、景気は確実に回復しています。しかしなが
ら、将来にわたり、現在の延長線上で継続的な成長
を想定することは、難しいと言わざるを得ません。現
在は恵まれた環境にありますが、車体業界全般を見
ても、解決すべき多くの課題があります。
　このような状況の中、先程の事業計画にもありま
したように｢安全｣「環境」「中小企業支援」を重点に、
着実な活動を進めてまいりたいと思います。
　そして、「会員の皆様に一層の満足を提供し、入会
して良かったと思われる車体工業会」、更には「自ら
も率先して新入会員を紹介したいと思われる車体
工業会」を目指し、地道にかつ着実に取り組んでま
いりたいと考えています。

　当会会員の多くの皆様は、一品一葉のものづくり
に取り組んでおられます。
　このモノづくりを支えているのは、現場一人ひと
りの技術、技能の高さであり、これが、製品の競争力
につながっていると思います。競争力のベースは人
材育成であり、必要な技術、技能を着実に社内に残
していくことが、大変重要であります。
　また、一方で、各社が時代の要求に対応して変化
をしていく中で、各社それぞれの特徴を生かし、「働
くクルマ」全体の発展に寄与できるようにしていくこ
とも大切であると考えています。
　これらの課題の取組みとして、車体工業会として
「車体業界の将来ビジョン」から「チャレンジ５」活動
へと取組みを進めてまいりましたが、今後は、今まで
の取組みを、更に「深化」させていきたいと考えてい
ます。
　このような諸課題への取組みを、副会長、部会長、
支部長の方々をはじめ、会員の皆様のご支援、ご協
力をいただきながら、進めてまいりたいと思ってお
ります。
　皆様の一層のご支援、ご協力をお願い申し上げま
して、会長就任の挨拶とさせていただきます。
　ありがとうございました。

会長　渡辺　義章
日産車体㈱・取締役社長

新会長挨拶

　巻頭言

※	「一点一葉」…当会会員のモノづくりの「技」は一つずつ
異なり、要素作業も一つずつ変えていかなければならな
い。こうしたモノづくりにおける難しい対応が「一点一葉」
での細かなモノづくりである。
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総会の概要は次のとおりである。
◆出席者数
	 正会員　83社（136名）
	 　　　　委任状による出席101社
	 準会員　47社（67名）
	 支部他含め計223名

◆ 来賓（敬称略）
　官庁関係
　経済産業省 製造産業局
	 	 自　動　車　課	 　伊吹　英明 課長
	 	 自　動　車　課	 　菊池　孝憲 課長補佐
	 	 自　動　車　課	 　清水　哲也 係長
	 国土交通省 自動車局
	 	 審査・リコール課	 　西田　　寛 課長
	 	 審査・リコール課	 　根田　雅英 課長補佐

1. 開会
　杉崎事務局次長が開会を宣言し、その後白根会長が挨
拶。続いて事務局より委任状を含めた出席会員数が184
社で、本総会が適法に成立する旨、報告された。
２. 議事
	 第１号議案　2014年度事業報告の件
	 第２号議案　2014年度収支決算報告の件
	 第３号議案　2015年度事業計画案の件
	 第４号議案　2015年度収支予算案の件
	 第５号議案　2015年度役員選任の件
　以上の議案について事務局より説明が行われ、審議の
結果すべての議案が承認され、また、第５号議案の選任後、
新任理事8名の紹介があった。議事終了後、退任役員に対
する感謝状の贈呈、車体工業会功労者、永年在籍会員、優
良従業員に対する表彰が行われた。また、来賓を代表して
経済産業省伊吹課長並びに国土交通省西田課長からそれ

ぞれ祝辞をいた
だいた。
　引き続き270
名が参加し懇親
会に入り、18時
05分過ぎ、盛会
のうちに幕を閉
じた。

当工業会の2015年度通常総会は、５月22日15時30分から
グランドプリンスホテル高輪において盛大に開催された。

2015年度 通常総会開催

　ご紹介いただきました経済産業省の伊吹でございます。
　本日は2015年度日本自動車車体工業会総会が盛大に
開催されましたことを心からお祝い申し上げます。またお
招きいただきましてありがとうございます。
　貴会会員様におかれましては、日頃から経済産業行政に
対して自動車産業全体でご協力いただきありがとうござ
います。この仕事の主体は民であり、皆様の意見を聞きな
がら行政を進めていくのが基本と考えています。安倍政権
として３年目を迎え、今年の大きなテーマは、「経済の好循
環を隅々まで行き渡らせる」ということであります。その中
で自動車産業への期待は大きく、春の賃上げ、取引価格な
どいろいろな経済政策に関するテーマがありますが、まず
自動車産業はどういう対応をしているかというのが常に問
われます。賃上げ、取引先支援など自動車産業は今春しっ
かり対応していただいているというのが、政府側から見た
風景であります。
　本日日銀が景況感を上へあげましたように、経済全体は
上向いています。皆さんが関係する商用車、いわゆる「働く
クルマ」は前年に対してここ数年良い数字が出ています。
一方、乗用車は消費税の影響が年明けまで続いて、直近で
は昨年より良くなっていますが、一昨年のレベルまでは到
達していない状況です。「経済全体が良くなる」→「個人の
懐が潤う」→「クルマの代替が進む」といった流れが今年の
後半には良くなっていくと期待しているところです。
　皆様の事業をどう支援するが我々の大きなテーマであり
ます。この1年で取り組んでいる内容をご紹介いたします。
　一つ目は、稼いだものが皆様の手元にしっかり残って、
次の投資につなげられることです。そのための一施策が法

人税を下げることです。この4月に2.51%下げましたが、中
期的には20%台を目指しています。まだまだゴールは先で
すが、来年度の税制改正では、法人税をさらに引き下げる
ことがテーマになってくると考えます。また2年先に消費税
が10%になります。2%アップに耐えられる経済の体力を
つけることが必要です。そのために金融緩和や法人税減税
をしっかり行ってまいります。
　二つ目は、自動車産業戦略です。バス・トラック・フォーク
リフトの「働くクルマ」についても戦略を策定し応援してい
くことにしています。現在どの分野でも人が足りないこと
が大きな課題となっています。人を育成することが基本で
はありますが、例えばドライバー不足への対応として、物流
の効率化としてのテレマティクスを支援していくなど、個別
の事情に即した戦略をたててまいります。
　三つ目は、2020年東京オリンピック・パラリンピックが、
いろいろなことを行うことの目標となっています。モビリ
ティの世界だと次世代車である電気・燃料電池車を公共の
ユースにどうやって使えるか、また自動運転技術がどう社
会に役立つかなど、海外の人にどう見せることができるか
を考えてまいります。雇用500万人を抱える自動車関連産
業を元気にする施策を考えてまいります。
　本日功労者表彰・優良従業員表彰など受賞されました皆
様、本当におめでとうございます。
この表彰は、ご本人はもとより、受賞された従業員が所属
する企業の人材育成などの経営施策が成果を出した結果
だとも考えます。こういう方々がこの業界を支えていると
思います。業界としてこうした現場の方々を評価し、礎にし
ていこうということを、皆様の総意として行っているこの制
度を、絶やさずに続けていってほしいと思います。
　最後になりますが、本日ご臨席の皆様方、及び皆様方の
ビジネスがますますご発展することを祈念いたしまして、
挨拶とさせていただきます。

経済産業省
製造産業局 自動車課 課長
伊吹　英明 氏

来賓挨拶
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国土交通省
自動車局 審査・リコール課 課長
西田　寛 氏

来賓挨拶

　ご紹介いただきました国土交通省の西田です。
　本日は、日本自動車車体工業会の通常総会にお招きい
ただき、このようなご挨拶の機会を賜りありがとうござい
ます。
　貴会会員の皆様におかれましては、日頃から国土交通行
政、とりわけ、自動車の安全・環境の推進にご尽力ご支援を
賜りありがとうございます。この場をお借りして厚くお礼申
し上げます。
　貴会におかれましては、我が国の物流や経済活動にとっ
て無くてはならない「働くクルマ」を生産供給されています
が、昨今の経済状況の回復基調や、2020年オリンピック・
パラリンピックを控えた施設建設や人員輸送等の需要も
あり、「働くクルマ」の益々の需要が期待されるところであ
ります。
　国土交通省としましても、引き続き、安全・環境の推進に
創意工夫されている会員各社の車両の市場供給への支援
を進めて参る所存ですので、よろしくお願いいたします。
　折角の機会ですので、最近の話題を３点ほどご紹介させ
ていただきます。
　1点目は、法制度の見直しについてです。道路運送車両
法の改正案が、ちょうど本日、衆議院国土交通委員会にお
いて審議されたところです。
　改正内容の一つは、自動車の国際的な型式認証の相互
承認制度を装置単位から車両単位に進化させるべく、我が
国から国連に提案したIWVTAという新たな認証制度が、
2016年にも国連での合意を経て導入される運びとなっ
ていますので、その国内制度を整備するものです。この
IWVTAは、まずは乗用車を対象としてスタートしますが、

将来は商用車への適用も視野に入ってくると考えており、
我が国の得意とする自動車のさまざまな新技術の国際的
競争力向上にも大いに役立つものと期待しております。
　2点目は、車両の大型化への対応についてです。国土交
通省道路局において、道路インフラの老朽化対策を進め
ておりますが、一部の大幅な過積載車両による道路や橋梁
へダメージが特に大きいことを踏まえて、悪質な違反者に
対する厳罰化を行うことになりました。その一方で、車両の
大型化に対応した許可基準の見直しや許可手続きの簡素
化が行われることになっています。具体的には、私ども自
動車局の関係では、バン型セミトレーラ連結車の駆動軸重
の緩和や、45フィートコンテナ等の輸送における車両長さ
制限の緩和のための省令改正を昨年度末に行ったところ
です。これをきっかけとした車両代替需要の発生も考えら
れますので、会員各位におかれては的確なご対応をお願い
したく存じます。
　3点目は車両の安全対策についてです。大型車に特有の
車両不具合事案として、オートマティックスラックアジャス
タの不具合によるブレーキの故障や、スプリング式パーキ
ングブレーキの不具合に起因したブレーキの引き摺りによ
る車両火災が依然として発生しており、貴会のご協力を得
て各種の対応策の検討を進めて来ております。特に大型
車は車両不具合で路上での立ち往生といった事態に至れ
ば、二次的な事故の引き金にもなりかねませんので、的確
な設計・製造とともに、正しい使用方法や点検整備の徹底
に向けて、貴会におかれても一層の取組みをお願いでき
ればと思います。
　以上３点、お願いも兼ねて最近の話題をご紹介しました。
　最後になりましたが、日本自動車車体工業会並びに会
員各社の益々のご発展と、本日ご臨席の皆様方のご繁栄
とご多幸を祈念いたしまして、私の挨拶とさせていただき
ます。
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2015･2016年度　理事・監事

氏名 会　社　名 会 社 役 職 車体工業会役職

理
事

本部
役員

　○	渡辺　義章 日産車体㈱ 取締役社長 会 長

　○	網岡　卓二 トヨタ車体㈱ 取締役会長 副 会 長

	 	 筆谷　高明 極東開発工業㈱ 取締役会長 副 会 長

	 	 古庄　忠信 ㈱イズミ車体製作所 取締役会長 副 会 長(特種部会長兼務)

特装部会
	 	 加藤　幹章 新明和工業㈱ 取締役副社長執行役員 部 会 長

	 	 髙橋　和也 極東開発工業㈱ 取締役社長

	 	 永田　智幸 ＫＹＢ㈱ 理事 特装車両事業部長

特種部会
　　(古庄　忠信) ㈱イズミ車体製作所 取締役会長 部 会 長

＊		 青地　　潔 ㈱オートワークス京都 取締役社長

＊		 保志　隆平 ヤナセテック㈱ 常務取締役

トラック部会
	 	 田村　　元 ㈱浜名ワークス 取締役社長 部 会 長
	 	 山田　和典 山田車体工業㈱ 取締役社長
	 	 細谷　康次 本所自動車工業㈱ 取締役副社長

バン部会
	 	 上野　晃嗣 日本フルハーフ㈱ 取締役社長 部 会 長（関東支部長兼務）

	 	 津田　　敦 ㈱パブコ 取締役社長

　　(矢野　彰一) ㈱矢野特殊自動車 取締役社長

トレーラ部会
	 	 西川　柳一郎 日本トレクス㈱ 取締役社長 部 会 長

＊		 辻　　和弘　 東邦車輛㈱ 取締役社長

＊		 岡崎　真一郎 小平産業㈱ 営業本部副本部長
バス部会 ＊	○	前田　啓二 ジェイ・バス㈱ 取締役副社長 部 会 長

小型部会
＊	○	石井　善章 トヨタ自動車東日本㈱ 取締役副社長 部 会 長

	 	 笹本　裕詞 八千代工業㈱ 取締役社長

資材部会
　○	吉川　徳雄 天龍工業㈱ 取締役社長 部 会 長

　○	杉本　　眞 レシップ㈱ 取締役社長

支　　部

	 	 坪川　弘幸 北海道車体㈱ 取締役副社長 北海道支部長

	 	 鈴木　勇人 仙台鈴木自動車工業㈱ 取締役社長 東北支部長

	 	 北村　　守 (資)中北車体工作所 代表社員 新潟支部長

　　(上野　晃嗣) 日本フルハーフ㈱ 取締役社長 関東支部長

	 	 尾崎　二三男 ㈱東海特装車 取締役常務役員 中部支部長

＊	○	須河　進一 須河車体㈱ 取締役社長 近畿支部長

＊	○	河野　雅紀 ㈱河野ボデー製作所 専務取締役 中国支部長

	 	 池浦　雅彦 ㈱タダノ 執行役員 四国支部長
	 	 矢野　彰一 ㈱矢野特殊自動車 取締役社長 九州支部長（バン部会理事兼務）

事 務 局 	 	 吉田　量年 日本自動車車体工業会 専務理事
計３1名（定数　２５名以上 ４０名以内）

監
事

―
	 	 海川　　昇 ㈱トランテックス 取締役社長 ―

	 	 宮幸　　朗 自動車精工㈱ 取締役社長 ―

	 	 近藤　信之 名古屋ボデー㈱ 取締役社長 ―
　　　計３名（定数　１名以上 ３名以内）

相談役 　高木　茂　・　水嶋　敏夫　・　白根　武史　・　内山　眞成　・　橋本　茂

自　2015年5月22日
至　2017年5月　通常総会開催日

＊印 ： 2015年5月通常総会での新任理事　　○印 : 車体工業会役職変更　　(氏名) ： 兼任を示す	 	 	 	
(注)会社名及び役職は２０１５年5月22日現在による。	 	 	 	 	 	
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退任理事及び車体工業会功労者　等

退任理事

車体工業会　功労者

白根　武史	 トヨタ自動車東日本㈱	 取締役社長
五島　　洋	 京成自動車工業㈱	 取締役社長
江崎浩一郎	 ㈱オートワークス京都	 取締役社長
沼部　宣司	 小平産業㈱	 専務取締役
清水　和治	 ジェイ・バス㈱	 取締役社長
堀口　昇一	 須河車体㈱	 相談役
平町　省三	 フェニックス工業㈱	 専務取締役

特 別 功 労 者 	 新免　俊彦	 環境委員会	 極東開発工業㈱	 品質保証部　部長
	 太宰　忠義	 特種部会	 ㈱イズミ車体製作所	 東京出張所　所長
部 会 功 労 者 	 野口　友宏	 特装部会	 極東開発工業㈱	 海外推進部インドグループ　課長
	 小檜山輝樹	 特種部会	 いすゞ 車体㈱	 商品・サービス部　部長
	 村上　英二	 特種部会	 ㈱オーテックジャパン	 技術管理部　部長
	 上岡　　肇	 トラック部会	 本所自動車工業㈱	 技術課　課長
	 丹羽　一生	 バン部会	 ㈱東海特装車	 技術部　副部長
	 矢吹　譲次	 バン部会	 東プレ㈱	 冷凍機器事業部技術部技術グループ　課長
	 亀田　輝仁	 トレーラ部会	 東邦車輛㈱	 技術統括部　統括部長
	 平井　照純	 バス部会	 ジェイ・バス㈱	 受注設計部仕様グループ　グループリーダー

正会員

６０年 1社 ㈱信濃車体製作所

5０年 2社
高田工業㈱
日本トレクス㈱

40年 3社

三久自動車工業㈱
仙台鈴木自動車工業㈱
名空自動車㈱

30年 5社

㈱シンセイ
㈲橋自動車工業所
㈱花見台自動車
㈲原自動車ボデー工業
和光工業㈱

車体工業会　永年在籍会員

金本　康裕	 ジェイ・バス㈱	 	 生産技術部環境計画グループ　グループリーダー
国本　　昇	 須河車体㈱	 	 第一製造部車体生産第二グループ　マネージャー
須賀　秀治	 司工業㈱	 	 営業部　部長
土持　里秀	 日本フルハーフ㈱	 	 技術部工務グループ　組長
今井　　亨	 日本リフト㈱	 	 工場長
小林　明夫	 ヤナセテック㈱	 	 生産部　次長
白石　通治	 ㈱矢野特殊自動車	 	 バン車事業部特装技術部　参事
飛澤　裕大	 泰平電機㈱	 	 生産部製造課　班長
鳥越　光暁	 ㈱レゾナント・システムズ		 インスツルメント部　部長
宮田　達哉	 ㈱レニアス	 	 生産本部生産設計Group　上級技師

優良従業員

準会員

4０年 1社 市岡㈱
30年 1社 日本シーカ㈱
20年 １社 ㈱シー・エス・シー

10年 2社
㈱エクシング
㈱パトライト

（会社役職は2014年理事就任時点）

青地　潔
㈱オートワークス京都

保志　隆平
ヤナセテック㈱

辻　和弘
東邦車輛㈱

岡崎　真一郎
小平産業㈱

新任理事

後列左から
㈱協和機械製作所様、㈲糟谷製作所様、市岡㈱様、
㈱シー・エス・シー様、㈱エクシング様、㈱パトライト様

前列左から
㈲橋自動車工業所様、仙台鈴木自動車工業㈱様、
高田工業㈱様、日本トレクス㈱様、㈱シンセイ様、
㈱花見台自動車様、和光工業㈱様

後列左から
上岡氏、丹羽氏、矢吹氏、亀田氏、平井氏

前列左から
村上氏、野口氏、新免氏、太宰氏、小檜山氏
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（敬称略）

正会員

20年 2社
㈲糟谷製作所
昭和車体工業㈱

10年 4社

㈱協和機械製作所
㈱互幸産業
白川鉄工㈱
㈱多摩特装サービス

前田　啓二
ジェイ・バス㈱

石井　善章
トヨタ自動車東日本㈱

須河　進一
須河車体㈱

河野　雅紀
㈱河野ボデー製作所

後列左から
今井氏、小林氏、白石氏、飛澤氏、鳥越氏

前列左から
金本氏、国本氏、須賀氏、土持氏

優良従業員

永年在籍会員

車体工業会
功労者

退任理事

五島　洋
京成自動車工業㈱

江崎　浩一郎
㈱オートワークス京都

沼部　宣司
小平産業㈱

清水　和治
ジェイ・バス㈱

堀口　昇一
須河車体㈱

平町　省三
フェニックス工業㈱

白根　武史
トヨタ自動車東日本㈱
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2015年度 事業計画
本部計画

１）2015年度事業計画概要
（１） 商用車市場動向
　世界経済は先進国を中心に引き続き緩やかな拡大基
調にある。一方、ユーロ圏では持ち直しの動きは続くもの
の低成長に留まる見込みでデフレ定着リスク、また中国の
債務調整リスク、新興国の通貨危機リスクなどが懸念され
る。そうした中、日本経済は成長戦略の効果が徐々にでは
あるが表れてくるのに加え、円安による輸出増や原油安を
追い風にした消費の持ち直しにより、緩やかに回復するこ
とが期待されている。
　2014年度の国内商用車登録台数は、震災復興需要
の継続等で前年比増が続き419千台（前年度比104％）
となった。そのうち当会に関係の深い大中型車は、88
千台（同109％）と５年連続で増加し、リーマンショック前
(2007年度)と同等レベルとなった。
　2015年度の商用車市場は、底固い代替需要、復興需要
の継続、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催
準備に向けた需要が見込まれるものの、経済対策による公
共投資の下支えは徐々に減衰するものと予測される。当会
としての2015年度需要予測は大中型貨物車85千台(前
年度比97％)、トレーラ6.9千台（同106％）、大型バス4.0
千台(同98％)を見込んでいる。また、中長期的には社会環
境変化により国内輸送量の増加は難しく、国内商用車需要
は漸減の見込みである。
＜取り巻く市場環境＞
①	2015年度の国内経済は年度平均ではプラス成長を確
保できる見込み

　・	原油価格の下落、経済対策効果が2015年度半ばの景
気を下支えし、企業収益の増加、設備投資の緩やかな
増加、賃金上昇や消費者物価の落ち着きを受けた個人
消費の回復によりプラス成長を確保できる見込み

②	国内貨物輸送量は長期減少傾向（日通総研データ）
　・	自動車輸送2015年度予測4,244百万トン（前年度比
0.1％減、内自家用4.1％減）

　・	長期に減少傾向であり、特に輸送の外注化により自家
用貨物車での減少は継続

　・	物流短観（1-3月実績、4-6月見通し）では改善が見込
まれるものの引き続き水面下で推移

　・	荷動きは、改善に向かうものの回復の動きは依然とし
て緩慢

③	運送事業者の景況感は改善傾向（全日本トラック協会調査）
　・	直近（10-12月）の景況感は▲19となり、前回から16
ポイントの改善（4-6月：▲31、7-9月：▲35）、1-3月は
▲25で6ポイント下がる見込み

　・	実車率はやや悪化の見込み 
　・	雇用状況（人手の過不足）は、不足感が強まる見込み
　・	貨物の再委託（下請運送会社への委託割合）はほぼ横
ばい、経常損益はやや下げる見込み

④	バス輸送業界も苦境が続く
　・	輸送人員は引き続き減少傾向にあり厳しい状況
　・	少子高齢化が進行していく中で、地域の生活の足とし
ての路線バスは、国や自治体の支援なくして維持して
いくことが困難な状況が継続

　・	バスへの安全性の信頼を回復するための諸活動の取
組み推進

　・	東京オリンピック・パラリンピックに向け、競技会場輸
送、外国人観光客対応、バリアフリー化等への対応

⑤	貨物車保有台数の減少、平均使用年数の伸びが続き、
代替母数はダブルの影響で減少

　・	貨物車（小型+普通）保有台数は約1.2千台減（前年度比
0.2％減）の5,875千台と1991年度以降減少し続けて
いるが、2013年度からは横ばい

　・	普通貨物車の平均使用年数は2013年から更に0.2年
伸び15.85年と過去最長を2年連続で更新

⑥	2003～6年のＮＯｘ・ＰＭ法適用に伴う特需の代替需要
始まり

　･	普通貨物車の平均使用年数は約16年だが、営業車平
均は10年程度（トラック協会調査）と比較的短期代替
であり、徐々に代替が始まっている

⑦	物流コスト低減（効率化）のため、輸送外注化が進み、省
エネ化、汎用車化進展

　･	営業車比率は生産関連貨物、消費関連貨物で増加、レ
ンタカー増加、実車率向上のため汎用車化が進展

⑧ シャシメーカーの海外進出は進展（新興国中心）
　・	シャシメーカーの輸出比率は約４～７割、しかし車体は
ほとんど現地架装

　・	輸出地域毎の仕様最適化（新興国のローコスト仕様車
等）進展

（２） 車体業界の動向
　架装メーカー生産台数はリーマンショック後、５年連続で
増加し、2014年度は前年度比110％となった。前年度に引
き続き、復興需要に直結した特装や平ボデー、及びバンが
110％台と好調を維持した。世界経済は緩やかな回復基調
にはあるものの下振れリスクも懸念され、国内では貨物輸
送量の漸減、保有台数の減少、使用年数の長期化継続、更
に、メーカー標準車の増加等もあり、中長期的には車体業
界の経営環境は厳しい状況が見込まれる。

＜考慮すべき経営環境＞
①	需要増減への対応を考慮した企業体質強化
　・	復興需要の継続、東京オリンピック・パラリンピックの
準備等への適切な対応と反動減への対応

　・	リーマンショック後の経験を踏まえ、中長期視点での
経営戦略に基づいた企業体質改善と強化

②	お客様要求の高度化、多様化への対応
　・	低価格要求：コスト低減策の推進（部品の共通化、流用
技術の推進）

　・	省燃費＆高積載量：軽量化に向けた最適設計技術の推
進と新材料の採用

　・	環境対応：ハイブリッド化、３Ｒ等の推進
　 ・	商品力競争：輸送の高品質化、汎用積載化、積載効率
アップ、荷役省人化

③	安全に関して市場要求レベル高まり
　・	使用期間の長期化に伴うお客様への安全・安心確保策
の展開

　 ・	会員のリコール、ＰＬ情報の展開と自社製品への反映
④	グローバル化進展への対応
　・	海外メーカーの日本進出…特装車や大型バスを中心
に漸減もしくは横ばい

　・	現地生産化…シャシメーカーの進出に合わせ架装メー
カーの新興国進出（提携や合弁）は若干増加

⑤	国内シャシメーカーの完成車ビジネス強化への対応
　・	量産による納期短縮等を売り物にシャシメーカーでの
完成車ビジネスの強化が進展…シャシメーカーが対
応出来ない特徴的な商品の提供と劣らぬ品質確保が
必要

⑥	中小企業経営におけるＣＳＲ対応、リスクマネジメント体
制準備

　・	社会的責任の高まりに応じ、適切な対応を図るための
仕組みの充実と確実な推進

（３） 当会会員状況
①	会員数

　･	正会員は2014年度に2社入会、2社退会で184社
　･	準会員は2社入会、2社退会で92社、合計276社
　･	入会目的は法規情報、業界情報入手への期待が大き
く、期待に応える必要あり

②	生産台数
　･	2014年度…委託含む全会員2,250千台（前年度比
95％）

　･	うち非量産車178千台（同110％）と復興関連需要を
中心に引き続き堅調

③	売上高（2014年度調査は2013年度決算）
　･	生産委託会社を含む全会員の車体部門売上5兆
2,124億円（同101％）

　･	うち非量産車製造会社6,004億円（同113％）
　･	景況指数（増収会社率－減収会社率）は73％（同97％）
とほぼ前年度並み

④	従業員数（正社員）
　･	生産委託会社を含む全会員の車体部門従事正社員
44,806人（同98％）

　･	うち非量産車製造会社12,770人（同95%） 

（４） 車体工業会2014年度活動実績と課題
　会員企業の技術レベルアップ支援活動として技術的困り
ごとへの法規対応と中長期課題への対応がうまくできた。
＜うまくいったこと＞
①	法規関係への対応
	 　技術的規制項目で業界や社会的メリットにつながる
適用基準の適正化要望、及び前年度から継続している
突入防止装置の協定規則改正提案への対応など着実
に推進した。

　･	R131（衝突被害軽減ブレーキ）等の適正化要望を行
い、一部車両での基準緩和制度適用を確認

　･	後部突入防止装置の基準改正案に関する最新情報（Ｏ
ＩＣＡ、ＵＮ）の入手と関係団体と連携した提案により後
端からの奥行寸法算出条件、取付高さ条件等へ当会の
意見を反映

　･	電子/電気部品の機能保証対応（ISO26262）ワーキ
ング活動では、架装物への適用除外を関係団体と連携
しＩＳＯサブワーキングに提案

②	中長期的課題への取組み
	 　将来ビジョン検討委員会の提言を受け２年目となった
「チャレンジ５」活動を推進、及び2013年度に展開した
高齢者雇用推進取組みのフォローアップ

　･ 「チャレンジ５」活動の３テーマを議論し報告書作成、正
会員へ展開

　･	2013年に会員へ展開した高齢者雇用推進について
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　　・	広報活動の充実
　　・	東京モーターショー「働く くるま」合同展示の充実
　　・	創立７０周年事業の企画・推進
  ②	部会活動充実
　　・	他部会との連携による諸活動の推進
  ③	支部活動の充実
　　・	支部活動のあり方検討、支部毎の良いとこ取り活動

推進
  ④	事務局体質強化活動
　　・	会員満足度向上活動、事務局強化
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フォローアップを行い今後の支援策を策定
③	当会活性化
　･	イベント参加者数の増加（通常総会、秋季会員大会、技
術発表会、賀詞交歓会等）

＜うまくいかなかったこと、課題＞
　以下について推進したもののうまく進まなかったこと、あ
るいは課題が確認できたため、進め方、方策を見直していく
①	中小企業経営支援の充実
　･	チャレンジ5活動で得られた内容を踏まえた各部会活
動での展開・推進

　･	チャレンジ5活動報告を踏まえ個社の取組みについて
中央業務委員会での状況把握と活動支援

②	当会策定技術情報の確からしさ向上
　･	ＪＡＢＩＡ規格や改造自動車等取扱い解説本で一部誤植
を確認

　 →	 作成プロセスの見直しと実行、及び不具合発生時
の対応明確化

③	環境意識の醸成
　･	環境基準適合ラベルの取得推進、環境負荷物質フ
リー宣言の維持・向上活動を通じ個社の課題が解って
きたが、対応には至らず

　 →	 環境活動の継続、及び個社の課題への対応を通じ
た経営者の環境意識醸成の推進

④	事務局強化活動（会員満足度向上）
　･	基準書、業務マニュアルの新規作成、改定の進捗遅れ
　 →	 業務の効率化と質向上に資する項目で優先順位を

付けた計画を立案・推進
　･	講演会・見学会を充実させるための情報収集活動の強
化と企画立案能力の向上

⑤	会員数の増加
　･	本部と支部、及び部会と連携した地域会員、非会員へ
の勧誘活動の継続

　･	非会員情報（リスト）の見直し

（５） 2015年度重点活動項目
5-1．現状まとめと今後の方向
①	一般社団法人への移行を機会に「会員メリットに直結す
る事業最優先」の考えで、技術的活動の充実を図り、法
規対応等で成果につなげられた。

②	会員数や当会行事への会員参加数が増加し、活性化が
図れた。

　 →	 入会の期待に沿った更なる満足度向上のための内
容の充実が必要

③	取り巻く環境変化に対応するため2012年度から「強化

する5本柱」として活動を開始、継続し、チャレンジ５推進
委員会をはじめ、概ね計画通りに進捗できた。

④	復興需要の継続に加え東京オリンピック・パラリンピッ
クの開催準備、そして現政権下での成長戦略の実行等
取り巻く環境は好転しているが、時限的な需要による
ところが大きく、中長期的な展望は不透明である。した
がって、この機をとらえ車体業界の成長戦略を確かなも
のにしていくことが必要。

　 →	 チャレンジ５推進委員会報告を踏まえた成長戦略
の策定・推進

5-2．2015年度主要活動項目（案）
　基本的にこれまでの重点活動項目を踏襲したうえで環
境変化を踏まえた活動とする。
1. 安全対応活動の推進　
  ①	架装車に最適な車両法規改正提案と決定事項の円滑
な対応

  ②	車体に関する規格化、基準化推進
  ③	経年品質保証に関する仕組みつくりの推進
  ④	使用過程車の安全確保と保守点検の啓発活動
  ⑤	技術的調査研究の共同実施、共同開発、部品共通化推
進

  ⑥ 会員企業の技術レベルアップ支援活動
  ⑦ 「改造自動車等取扱いの解説」の改訂版発行
2. 環境対応自主取組みの推進
  ①	架装物リサイクルに関する自主取組みの推進
　　・	商用車架装物リサイクル自主取組みの継続的推進
　　・	環境負荷物質フリー宣言１００％の維持向上
	 のフォローアップ
　　・	環境基準適合ラベルの普及活動
  ②	生産活動に伴う環境対応の継続的推進（ＣＯ２、ＶＯＣ、
産業廃棄物）

  ③	環境対応技術に関する会員支援の充実
  ④	環境保全への意識醸成や当会環境活動ＰＲの充実
3. 中小企業支援活動の推進
  ①	中小企業経営に関する有用な情報の調査と展開
  ②	リスクマネジメント体制整備とコンプライアンス経営
支援

  ③	チャレンジ５活動の推進
　　（経営品質向上策の検討・推進、業界横断的視点も考
慮したアライアンスの検討）

  ④	安全衛生活動に寄与する情報発信と活動支援

4. 活性化活動の継続推進　　
  ①	車体業界の社会での認知度向上

中央業務委員会/事務局

チャレンジ５推進委員会

事務局/委員会/部会/支部

環境委員会／各部会

中央技術委員会／各部会
特装部会

１．現状認識
　特装部会の2013年度の全生産台数は74,058台（前
年度比117%）で、うち国内向けは、震災復興等の公共工
事需要に後押しされ66,521台（同115%）と好調な伸び
となった。サイズ別では、基準外128台（同116%）、大型
16,498台(同129%)、中型24,414台(同114%)、小型
24,207台（同113%）、軽1,274台（同62%）と、軽を除
き好調であった。車種別では、国内輸送系車両が合計で
54,634台（同119%）、特に生産台数の多いダンプ車が
46,234台（同118%）、トラックミキサ車が2,775台（同
123%）と好調であった。また､国内作業系車両は、塵芥車
は4,311台（同108%）と好調であったが、作業系合計では
前年並みの11,887台（同100%）となった。
　2015年度の生産予測については、国の2015年度予算
で公共工事関連に昨年並みの5.2兆円を充てていること
から、引続き公共工事関連を中心に高い需要が見込まれ
るが、3月単月の生産実績では、輸送系、作業系ともに前年
度割れするなど、以前ほどの勢いは望めない。
　また、特装部会の会員数は、2014年度末で1社の退会
があったため、2015年度は合計40社で部会活動を進め
ていく。
２．活動方針
　上記のような状況の中、2015年度も引続き次の内容に
取組む。
  ①	車両法規関係対応
  ②	基準化・標準化
  ③	部品の共通化・共同開発の検討
  ④	調査研究の推進
  ⑤	経年品質保証に関する取組み
  ⑥	環境への取組み

部会事業計画

事務局

  ⑦	特装車適正使用の推進
  ⑧	生産台数情報の共有
  ⑨	会員カバー率向上活動
３．部会活動計画
１）	部会全体活動
  ⑴ 部会総会及び会員相互の情報交換
  ⑵ リコール等重大不具合の再発防止策の情報共有活動
  ⑶ 改造自動車等取扱い解説本の見直し
  ⑷ 工場見学会の実施
２）技術委員会
  ⑴ 車両関係法規への対応
　　① 車両法規改正への意見反映と円滑な対応
　　② 技術的規制項目の洗出しと緩和要望支援
　　③ ナンバープレートの視認性に関する新法規対応
  ⑵ 規格化／標準化の推進
　　① JＡＢＩＡ規格化
　　　・	塵芥車製作基準制定
　　　・	脱着車の緊締装置の強度基準（P1500）改訂
　　　・	アルミ合金製タンクトレーラ安全基準（P1102）

改訂
　　② 標準化の推進
　　　・	脱着装置付コンテナ自動車の解説本改訂
　　　・	塵芥車の救助／消火用講習資料見直し
  ⑶ 部品の共通化／共同開発検討	
　　・	定期点検内容統一（大型ダンプ）
　　・	部品名称・用語共通化（粉粒体）
　　・	ホースネジ種類の情報共有化（ローリ）
　　・	作業時の安全灯火の共通化検討（クレーン）
　　・	協定規則R４対応ナンバープレートブラケットの標

準化検討（クレーン）
  ⑷ 調査／研究の推進	
　　・	協定規則R58第3次改訂対応バンパーの検討（ミキ

サ、クレーン）
　　・	巻込防止装置防止のＪＡＢＩＡ規格への対応（清掃車）
  ⑸ 経年品質保証に関する仕組みつくり
　　・	必要性等についての現状調査
　　・	ありたい姿検討
　　・	課題の洗出しと対応策検討
  ⑹ 環境への取組み
　　・	環境負荷物質フリー宣言未実施会員フォロー（通

年）
　　・	新環境基準適合ラベルの取得フォロー（通年）
３）サービス委員会
  ⑴ 特装車のメンテナンスニュースの作成とPR活動
　　・	飼料運搬車編作成
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特種部会
１．現状認識
　特種車全体は国内向けに加えて、輸出向けが大幅に減
少したことにより、12,664台(前年度比86％)と4年ぶりに
減少した。
　量産車（車いす移動車／警察車／警察パトロールカー）
は9,033台(同89％)と減少。これは警察車両が1,838台
(同71％)と大幅に減少したためである。
　非量産車は3,481台(同92％)と減少した。これは、現金
輸送車170台(同43％)、ドクターズカー7台（同14%）、移
動販売車22台（同34%）等の減少による。
　2015年度の商用車需要は、底固い代替需要、復興需要
の継続、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催
準備に向けた需要により緩やかな景気回復が見込まれる
ものの、経済対策による公共投資の下支えは徐々に減衰
するものと予測される。また、中長期的には社会環境変化
により国内輸送量の増加は難しく、国内商用車需要は漸減
の見込みである。
　2014年度の架装メーカー生産台数はリーマンショック
後、5年連続で増加し、前年度に引き続き、特に復興需要に
直結した特装や平ボデーが好調を維持した。
　しかし、世界経済は緩やかな回復基調にはあるものの下
振れリスクも懸念され、国内では貨物輸送量の漸減、保有
台数の減少、使用年数の長期化継続、更にメーカー標準車
の増加等もあり、中長期的には車体業界の経営環境は厳
しい状況が見込まれる。
２．活動方針
　本部方針に基づき、業界全体の健全な発展のために安
全対応活動の推進・環境対応自主取組みの推進・中小企
業支援活動の推進・活性化活動の継続推進に取り組んで
行く。　
　技術支援充実については、従来からの活動を継続し、調
査研究の推進、車両関係法規の対応等について継続して
取り組んでいく。
　また、部会内の協力体制を維持／強化のため、部会の合
同研修等若手の人材育成や、共有課題の明確化と対応を

トラック部会
１．現状認識
　2014年度全体の生産台数は32,135台(前年度比
109%)であり、シャシメーカー納入標準荷台を除いた当会
特有の架装台数は15,318台(同112%)と5年連続で増加
した。平ボデー車から輸送品質確保の容易なバン型車への
流れが続いていたが、2011年3月の東日本大震災以降頭
打ちとなり、汎用性の高い平ボデー車の増加が目立つ。内

訳は、普通型あおり6,039台(同129%)、深あおり3,191台
(同102%)、車両運搬車3,874台(同108%)など好調を維
持した架装と、産業機械運搬車984台(同98%)、側面解放車
（幌製）645台(同88%)など減少した架装に分かれた。
　非量産車の合計生産台数は、リーマンショックを底に5
年間連続で増加し、2014年度は177,895台(同110%)と
二桁増加となった。車種別には、震災復興や国土強靭化計
画、あるいは東京オリンピック・パラリンピック関連の需要
に直結した特装車や平ボデートラック、及びバン型車は1
～2割増が続く一方、トレーラは微増、特種車は低迷してい
る。しかしながら、世界経済の低迷、貨物輸送量の漸減、保
有台数の減少、使用年数の長期化、更にメーカー標準車の
増加等もあり、長期的には減少する見込みであり厳しい経
営環境が予想される。
　トラック部会は、2014年度に2社の新入会があり合計
67社となった。また、中小の会員会社が多く、一品仕様等
個別ユーザーニーズに対応したボデーを生産しているこ
とが特徴となっている。
　2014年度トラック部会活動は、調査・研究テーマ4件、部
品の共通化１件、基準・標準化１件等、技術的活動に大きな
成果を出せた。
２．活動方針
　上記のような経営環境の中、トラック部会活動としては、
技術的活動（開発費負担減を目指した共同研究、部品の共
通化、基準・標準化）を更に充実させていくとともに、環境対
応では架装物リサイクルに関する自主取組みを推進する。
また、営業業務のルール作りなど「チャレンジ５推進活動」の
一環として会員の利益向上につながる活動への継続的な
取組み、部会開催のイベント(工場見学等)についても、会員
の幅広い意見を聞きながら参加しやすい、より開かれた部
会運営に努める。
３．部会活動計画
１）	部　会
  ⑴	定期的な部会会議（事業計画推進状況確認会）開催と
会員相互の情報交換

	 内、1回は地方の会員参加の容易化と部会活動活性化
のため地方開催を検討

  ⑵	官公庁からの経営支援策や関係法令改正等の情報展
開と適切な対応

  ⑶	リコール等重大不具合の再発防止活動
  ⑷	研修会の実施（工場見学等）（11月）
  ⑸	会員生産台数、登録台数（車種別、都道府県別に集計）
の展開

２）技術委員会
　⑴調査／研究

図っていく
　そして、中小企業会員が多い部会として、中央業務委員
会と連携し、チャレンジ５活動での提言を活かした中小企
業支援策の推進、そしてコンプライアンス優先経営の徹底
や安全衛生活動の推進にも力を入れていく。
３．部会活動計画
１）	部　会
  ⑴ 業務・技術合同委員会の定例開催
　　（必要に応じて臨時委員会を追加開催）
  ⑵ 関連法令改正等に伴う適切な対応への支援
  ⑶	リコール等重大不具合の再発防止共有活動
  ⑷ 異業種を含めた研修会／工場見学会（２回／年）
２）技術委員会
  ⑴	調査研究の推進
　　・	特種車の経年品質保証に関する見解まとめ
  ⑵	車両関係法規の対応・・・対応必要項目発生毎に対応
　　・	特種要件見直し要望項目検討
　　・	新法規への早期対応のための情報収集
  ⑶	自動車検査法人との情報交換（第9回目の開催：3月予
定）

  ⑷	基準化の推進　
　　・	特種車での部品共用化の可能性検討
  ⑸	環境への取組み
　　① 環境基準適合ラベル取得の促進
　　② 環境負荷物質フリー宣言のフォローアップ
３）業務委員会
  ⑴	会員カバー率の向上活動
　　・	非会員リストの定期的メンテナンス
  ⑵	部会内協力体制の維持／強化
　　① 部会合同研修の実施
	 （合同研修と若手対象見学会の隔年相互開催によ

る若手人材育成）
　　② 部会共有課題の明確化
　　③ 他部会状況の共有化
  ⑶	生産台数情報の共有

　　・	三転ダンプ編作成
  ⑵ 特装車サービスマニュアルの改訂検討
  ⑶ 補給部品の供給年限のガイドライン作成（継続）
  ⑷ 異業種工場見学会の実施
４）業務委員会
  ⑴ 生産台数情報の共有
  ⑵ 会員カバー率向上活動の推進

　　・	トラック用荷台各種床材の特性調査（床材の耐水
性、腐食性、耐光性等調査）

　　・	異種金属の接触部位腐食調査（腐食の進行具合調
査と防止策の検討）

　　・	荷台のシーリング材料の調査（接着性、水密性、耐
久性に優れた材料調査）

　⑵部品共通化の推進
　　・	平ボデーのＵ－ボルト共通化(推奨品設定)の検討	

架装時、修理時のコスト削減と納期短縮化をねらい
推奨品をまとめる

　　・	荷台床材塗料の推奨品選定可否検討調査
  ⑶	経年品質保証に関する仕組み作り（ユーザー・メー
カー両者の安心・安全性の確保）

　　・	必要性調査・検討、ありたい姿検討、課題の洗い出
し、対応策の検討

  ⑷	法規 ・ 安全対策
　　・	ナンバープレート視認性に関する新法規対応への

再検討（Ｗ/Ｇチーム活動へ参加）
	 視認性緩和要望対象車両の再確認等(国土交通省

報告を踏まえて)
　　・	改造自動車等取扱い解説本の見直し（Ｗ/Ｇチーム

活動へ参加）
  ⑸	環境対応
　　・	 環境基準適合ラベルの計画的取得への推進
	 白ラベル／ゴールドラベルの計画的取得の促進と

フォロー
　　・	 環境負荷物質フリー宣言１００％の維持・向上
　　・	 2014年度新入会員（2社）への展開とフォロー
３）業務委員会
  ⑴	会員加入の促進
　　・	非会員会社の新たな掘り起しの推進（昨年度からの

継続テーマ）
  ⑵	会員支援
　　・	会員会社にとって有益となる内容検討と実施(営業

業務のルール作り推進）
４）車両運搬車分科会
  ⑴	関係団体との交流
　　・	 一般社団法人日本陸送協会との合同研修会（11月）

バン部会
１．現状認識
　2014年度バン型車の生産台数は65,576台（前年度比
110%）となった。車種別では大型15,991台(同117%)、
中型21,778台(同117%)、小型(含む軽)27,807台(同
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１．現状認識
　2014年度のトレーラ需要は6,394台（前年度比103%）
になった。コンテナ用タイプは同93%で前年割れとなった
が、バンが復興需要により同109%、またその他平床・低
床・特装系が同106%であり、特にダンプトレーラが建設需
要の増加などにより全体を押し上げた。
　2015年度については、世界経済は緩やかな拡大基調に
はあるものの、新興国の通貨危機リスク等が懸念される。
そうした中、国内経済は成長戦略の効果が除々にではある

トレーラ部会

102%）と大型、中型の伸びが大きい。車種別では、生産
規模の大きいウイングが23,773台(同120%)、ドライバ
ンが17,255台(112%)と大幅に伸びたが、昨年度まで
デパート、スーパー向けの食品輸送や出店増に支えられ
てコンビニ向け配送などで好調だった冷蔵・冷凍バンは
19,336台(同104%)と微増に留まり、ボトルカーは2,247
台(同80%)と大きく減少した。
　非量産車の合計生産台数は、リーマンショックを底に5
年間連続で増加し、2014年度では177,895台(同110%)
と1割増となった。車種別には、震災復興や国土強靭化計
画、あるいは東京オリンピック・パラリンピック関連の需要
に直結した特装車や平ボデートラック、及びバン型車は1
～2割増が続く一方、トレーラは微増、特種車は低迷してい
る。しかしながら、世界経済の低迷、貨物輸送量の漸減、保
有台数の減少、使用年数の長期化、更にメーカー標準車の
増加等もあり、長期的には減少する見込みであり厳しい経
営環境が予想される。
　バン部会の会員数は昨年と同じ28社で変更なく、会員
状況は大手6社で生産台数の約80％を生産しており、大手
寡占状況に変化はない。
　2014年度バン部会活動は、調査・研究テーマ１件、基準・
標準化の推進２件、部品共通化の推進１件等、技術的活動
に大きな成果を出せたが、部会活動の更なる活性化にも
取り組む必要がある。
２．活動方針
　上記のような経営環境の中、バン部会活動としては、技
術的活動（開発費負担減を目指した共同研究、部品の共通
化、基準・標準化）を更に充実させていくとともに、環境対
応では架装物リサイクルに関する自主取組みを推進する。
また、「チャレンジ５推進活動」の一環として会員の利益向
上につながる活動への継続的な取組、部会開催のイベント
(工場見学等)についても、会員への幅広い意見を聞きなが
ら参加しやすい、より開かれた部会運営に努める。
３．部会活動計画
１）	部　会
  ⑴	定期的な部会会議（事業計画推進状況確認会）開催と
会員相互の情報交換

  ⑵	官公庁からの経営支援策や関係法令改正等の情報展
開と適切な対応

  ⑶	リコール等重大不具合の再発防止活動
  ⑷	研修会の実施（工場見学等）（11月）
  ⑸	会員生産台数、登録台数（車種別、都道府県別に集計）
の展開

２）技術委員会
  ⑴ 基準／標準化の推進

が表れてくるのに加え、円安による輸出増や原油安を追い
風にした消費の持ち直しにより、緩やかに回復することが
期待される。こうしたことから、トレーラ総需要は6,900台、
2014年度比108%と見込まれる。
　品質面においては、ブレーキ機器関係の日常点検･定期
点検整備不足に起因する市場問題に対し、関係する官公
庁、団体と連携し点検整備の周知･啓発活動を継続して進
めていく必要がある。
　また、長期使用車の安全な使用のためにトレーラ部会が
推奨している「点検･分解整備記録簿」と「点検整備の手引
き」についての更なる周知･啓発活動が必要である。
　関係法令への対応として、ブレーキ関係･Ｒ３４車両火災
･Ｒ５８突入防止･Ｒ７９ステアリング･Ｒ１１７タイヤ騒音･ナン
バープレート視認性対応･Ｒ１０電波妨害抑制装置への対
応などが必要である。
　一方トレーラの安全性について積極的なＰＲを推進し、Ａ
ＢＳ付車の安全性、ＲＯＣの周知・ＰＲによる普及活動が必要
である。
　法的な面でのトレーラに関する法令化･規制緩和などの
要望･調整の継続活動また、国際化する「輸送の高効率化」
の動きや話題に対しての情報把握や調査など他部会の活
動とも連携し対応が必要である。
２．活動方針
　従来からの継続活動として「安全への取組み」、「関係法
令の改正などに伴なう的確な対応」、「品質技術向上」、「会
員事業の活性化」、「経年車の安全な使用にむけての周知
活動」に取り組む。
　また、今年度からの新たな取組みとして「点検整備の必
要性が顧客に展開･周知できる仕組みの整備」、「環境変化
を踏まえた将来像としてのトレーラによる物流の貢献策検
討」、「経年品質保証項目についての検討」の3項目を加え、
本年度の活動として取組む。
３．部会活動計画
１）	部　会
  ⑴	関係法令の改正等に伴う適切な対応及び、基準適正
化要望の支援（随時）

  ⑵	会員事業の活性化を促進するための支援活動（随時）
  ⑶	安全及び長期使用に関わる品質への取組み等の事業
計画について、部会としての対応を検討／推進

  ⑷	各委員会の事業計画進捗状況確認と課題審議
  ⑸	部会会員相互の情報交換
２）技術委員会
関係法令の改正などに伴う対応として
  ⑴	法改正保安基準等への対応（～6月）
  ⑵	協定規則の国内導入への対応（～6月）

　　・	再帰反射材取付基準のＪＡＢＩＡ規格化
　　	 貼付基準の統一化/会員間の共通化
　　・	取扱説明書作成基準書の作成
  ⑵ 部品共通化の推進
　　・	バンに関する用語集の作成
　　・	バンボデーサービスマニュアルのリニューアル化

検討(要否の検討のみ)
  ⑶	経年品質保証に関する仕組み作り（ユーザー・メー
カー両者の安心・安全性の確保）

　　・	必要性調査・検討、ありたい姿検討、課題の洗い出
し、対応策の検討

  ⑷	法規／安全対策
　　・	ナンバープレート視認性に関する新法規対応への

再検討（ＷＧチーム活動へ参加）
	 視認性緩和要望対象車両の再確認等(国土交通省

報告を踏まえて)
　　・	改造自動車等取扱い解説本の見直し（ＷＧチーム

活動へ参加）
  ⑸	環境対応
　　・	環境基準適合ラベルの計画的取得への促進
	 白ラベル／ゴールドラベルの計画的取得への促進

とフォロー
　　・	環境負荷物質フリー宣言１００％の維持向上
  ⑹	関係団体との交流
　　・	一般社団法人日本冷凍空調工業会との合同意見交

換会（10月）
３）業務委員会
  ⑴	会員加入の促進
　　・	非会員会社の新たな掘り起しの推進（昨年度からの

継続テーマ）
  ⑵	会員支援
　　 ・	特に中小会員会社にとって有益となる内容検討と

実施

　　・	特にＲ１０電波妨害抑制装置については、電波暗室
での試験を予定

  ⑶	ＪＡＳＩＣ（自動車基準認証国際化研究センター）の活動
への参画

　　・	ブレーキ分科会、Ｒ３４車両火災、Ｒ１１７タイヤ騒音
  ⑷	ナンバープレート視認性に関する新法規への対応検討
環境への取組みとして
  ⑸	新環境基準適合ラベル（通称：ゴールドラベル）取得の
推進

　　・	対象1社、今年度は取得条件のエコアクション21取
得を推進し2016年度上期のゴールドラベル取得
を目指す。

他団体との情報交換として
  ⑹	国交省・自工会・日整連などとの連携
　　・	独立行政法人交通安全環境研究所　自動車審査部

（都度）
　　・	自動車工業会大型車部会トラクタ分科会（都度）
  ⑺	全日本及び各地方トラック協会、自動車技術会などへ
の参画（都度）

  ⑻	自動車検査独立行政法人検査官研修会への講師派遣
についてサービス委員会と連携した対応（7、10月）

　　・	研修資料の見直し（～6月）
３）業務委員会
  ⑴	トレーラ輸送有効性の社会へのＰＲ活動
　　・	物流効率／環境にやさしいことなどを社会にＰＲ
  ⑵	ＡＢＳ付車の安全性ＰＲ活動、ＲＯＣの周知／ＰＲによる
普及活動

  ⑶	生産台数情報の共有や市場分析による部会共通課題
の把握実施

　　・	海外市場などの環境変化への対応（関係部会との連
携）

　　・	法令化、規制緩和などの要望・調整
  ⑷	国内需要見通しについて、部会として検討･共有し、プ
レスリリースで公開（3月中旬）

  ⑸	全日本トラック協会会員へのＰＲ
	 トレーラの安全運行について、全日本トラック協会運
営のラジオ（ドライバ－ズリクエスト）の番組と新聞（広
報とらっく）の活用検討

  ⑹	環境変化を踏まえ将来像としてトレーラによる物流の
貢献策検討　

　　・	少子高齢化対策（ドライバー不足）
　　・	地球温暖化対策（トレーラ輸送の効率アピール）
　　・	トレンドへの対応（オリンピック、新商品）
４）サービス委員会
  ⑴	自動車検査独立行政法人検査官研修会への講師派遣
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小型部会
１．現状認識
　2014年度の四輪車総需要は、消費税率引き上げに伴う
2013年度後半に発生した駆け込み需要の反動減により、
前年度を下回り530万台（前年度比93%）となった。
　そうした中、2014年度の小型部会会員の生産台数は
194万台（前年度比93％）となり前年度を下回った。
　2015年度は景気の緩やかな回復が見込まれ、登録車で

資材部会
１．現状認識
　大型バスは2005年度をピークに減少が続いていた
が、2012年度から増加に転じ2014年度国内登録台数は
4,555台(前年度比103%)となった。
また、大中型貨物車は87,635台(同110%)と5年連続の
増加となった。
　当会会員の2014年度の生産台数は、国内大中型バス
（日野、いすゞ 向け）3,317台（同114％）、平ボデートラッ
クの大中型（シャシメーカー納入標準荷台を除いた当会
特有車）架装台数は10,340台（同112％）、バンは65,576台
（同110％）と前年度より増加した。
　2015年度の商用車需要は、底固い代替需要、復興需要
の継続、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催
準備に向けた需要により緩やかな景気回復が見込まれる
ものの、経済対策による公共投資の下支えは徐々に減衰

するものと予測される。
　2014年度の資材部会会員数は2社入会、2社退会で92
社となった。
　2015年度はバス部会との共同事業をより進めて、他部
会との共通課題にも取組み部会活動をより充実したもの
としていく。
２．活動方針
　本部活動方針に沿い技術的活動を充実させていく（調
査研究、規格化、環境対応等）。特に環境負荷物質の使用
削減に関しては部品供給側として活動支援していく。また
従来からの「ビジネスネットワーク」活動を基本に、部会員
にメリットのある魅力ある活動を推進し、部会活動の活性
化を図っていく。
３．部会活動計画
１）	部　会
  ⑴	他部会との交流・共同事業の推進（本部活動や他部会
活動に積極的に参画）

  ⑵	部会員相互の交流と研修のための講演会・見学会・視
察を実施

  ⑶	環境負荷物質フリー製品供給の徹底
  ⑷	市場動向、環境・安全問題・会員支援に係わる情報提供
の充実化

  ⑸	機関誌やホームページを利用して部会活動並びに会
員会社のＰＲ活動推進

２）分科会・グループ
  ⑴	同業種間の各種情報交換、共有化及び課題の収集と
対応

  ⑵	専門家としての他部会要請への対応と他部会への積
極的な働きかけ実施

  ⑶	相互研鑽のため会社相互訪問あるいは異業種訪問等
の実施（分科会毎に実施）

  ⑷	部会内調査研究事業を実施

バス部会
１．現状認識
　バス部会の2014年度の生産台数は、国内大中型バス
（日野、いすゞ向け）では3,317台（前年度比114％）、国
内小型バスでは7,844台（同105%）、輸出小型バスでは
110,140台（同113%）となった。しかしながら、大中型バ
スでみるとリーマンショック前(2007年度)の20%減レベ
ルに留まっている。
（市場動向）
 ・	乗合バス輸送人員は、2013年度41.8億人、前年度比＋
0.5億人と2011年度以降増加、また貸切バス輸送人員
も、2013年度3.3億人、前年度比＋0.2億人と増加傾向
となっている。

 ・	平均使用年数は、2013年度17.63年、前年度比-0.28
年、内訳では、大中型バス19.65年、小型バス16.25年
と若干の減少は見られるものの、依然、長寿命化が継続
している。

 ・	バス全体の保有台数は、1993年以降減少が続いてい
たが、2013年度末においては観光需要の拡大に伴う観
光バスの増加もあり、前年度比＋0.2%（＋495台）となっ

について技術委員会と連携した対応（7、10月）
　　・	研修資料の見直し（～6月）
  ⑵	点検整備･定期交換部品のサービスツール見直し整備
と、ユーザーへの周知啓発活動

  ⑶	東京都トラック協会鉄鋼専門部会の「安全対策フォー
ラム」にて講演また、各地方トラック協会への講演につ
いても実施の方向で検討

  ⑷	2015年度トレーラ部会工場見学会の計画・立案
  ⑸	トレーラサービスニュースの定期見直し
  ⑹	点検整備の必要性が顧客に展開･周知できる仕組み
の整備

５）製品安全委員会
  ⑴	トレーラを安全に使用していただくための対象部品の
選定と貼付ラベルの考案

  ⑵	車体工業会が定める「点検整備方式」による点検整備
の実施率向上活動

  ⑶	トレーラのフレーム、車枠について経年劣化調査実施
と結果の分析

  ⑷	中央技術提案の経年品質保証（架装物）についての項
目洗出しと調査

6）車輌運搬用トラクタ委員会
　　・	車輌運搬トレーラとトラクタの組合せ自主審査（随

時）

た。2014年12月末現在の保有台数は、以下の通りであ
る。大中型バス108,545台、小型バス118,399台

　合計226,944台
 ・	2020年東京オリンピック・パラリンピック開催や日本再
興戦略での訪日外国人旅行者の増加に伴う観光需要の
拡大は見込まれるが、人口減少や社会環境の変化等によ
り輸送人員の大幅な増加が見込みにくいことなど、リー
マンショック前の生産台数までの回復は見込めない。

　2015年度の生産見通しについては、堅調な観光需要に
よる下支えが見込まれるものの、輸送需要減少などの構造
的要因の継続により、2014年度と同程度と見込まれる。
２．活動方針
　国内バス市場は大幅な市場拡大を見込めないが、バリ
アフリーをより一層身近なものにするバス車体及び定時
性確保等での人員輸送インフラの進化へ対応したバス車
体を、より効率的に設計／製造する必要がある。
　また、会員各社に加え、日本自動車工業会、日本バス協
会等の関連団体との連携強化を進め、安全性と品質の更
なる向上に向けた活動を積極的に推進する。
３．部会活動計画
１）	部　会
  ⑴	会員間工場見学会、異業種工場／施設見学会の開催
２）技術委員会
  ⑴	規格化／標準化の推進
　　・	ＪＡＢＩＡ規格の改正（4件）
	 乗客降車合図装置／ワンマンバス用放送装置／乗

降中表示灯／車いすスロープ
　　・	バス車体規格集の改訂準備
  ⑵	共同研究／調査活動
　　・	空港リムジンバスへの車いす乗車検討
  ⑶	法規／安全対策関係への対応
　　・	ワンマン機器の品質保証体系の策定
  ⑷	当会会員の塗装技術の向上
　　・	当会会員向け塗装技術勉強会の実施
３）業務委員会
  ⑴	生産台数情報とバス市場動向の共有

はほぼ前年度並みと予想される。
　小型部会員の生産車はほとんどが委託生産車であり、車
体工業会の主要活動である法規対応や工業会規格作成等
の一体的活動の推進は難しい面がある。しかしながら、企業
規模が大きく、当工業会への影響度も大きいため、環境対
応活動をはじめ、色々な面で指導的役割を果たして行く必
要がある。
２．活動方針
　部会員の連携を密にするとともに、当会全体運営に積極
的に協力し車体業界の発展に寄与していく。また、会員間
の工場見学会や異業種との交流を進め、会員相互の情報
交換の場を提供する。
３．部会活動計画
１）	部　会
  ⑴	会員間工場見学会
	 会員間工場見学、異業種見学等を行い、会員相互の研
鑽、技術交流を推進

  ⑵	その他
　　・	環境委員会　ワーキング活動への参画と活動推

進、広報委員会等への参画、協力
　　・	官公庁や他団体の講演会、展示会等の部会員への

積極的案内
２）技術委員会
  ⑴	見学会等部会イベントの計画立案
  ⑵	委員相互の交流
３)経営企画部門委員会
  ⑴ 経営に関わる動向、環境の共有化
  ⑵	委員相互の交流



19 20NEWS特集　講演会 講演会　NEWS特集

　3月19日、自動車会館くるまプラザで「日本のモノづく
り文化論」についての講演会を開催した。講師に鈴木一義
氏（国立科学博物館　産業技術史資料情報センター長）を
招き、46社78名が参加した。

講演会を開催

日本のモノづくり文化論

鈴木　一義氏

明治以降、日本はどのように速やかな近代化を
成功させることができたのか？ 欧米以外で日本
人がノーベル賞を多く受賞しているのはなぜだ
ろうか？　江戸時代を中心に検証してみると、私
たち日本人が歩んできた道を遡って見つめ直
し、次の時代の方向性を見出すことができる。

■ 風土が育んだ感性、自然観
　日本は長い歴史の中で、自然環境が極端に変化してい
ないため、現代人も江戸の人々と同じ景色を見ることがで
きる。18世紀頃の欧米では色彩は記号化され、10,000色
以上に分析されていたが、当時の日本の色は300色程度
であった。しかし「さくら色」のように、色の名前一つひとつ
に、自然の事物の名称をつけた表現など、自然の中で培わ
れた特有の色彩感覚・表現力を国民が共有している。
　鎖国という閉ざされた平和な社会の中で、仁と和を尊び
ながら、国民全体で培ってきた知識や技術レベルの高さが
日本の近代化の成功を導いた。

■ 鎖国が生み出した平和社会
　家康が鎖国をした江戸時代は、同時代の世界に比べる
と、戦乱がなく平和な社会であったといえる。ここで生ま
れた独自の文明と技術は、知識層が「仁の心」で、その知

識を領内の人々へ与
え、その知識が人々の
「仁」＝他に迷惑をか
けない、自分で自分を
守る「養生」を育んで
いった。

漢蘭を超えて、
医師も患者もす
べての人々が医
を進めた

■ 江戸時代の本草学
　中国や西洋から伝わった有用な知識は、一部の知識人
だけでなく、出版物として広く社会に流通していた。殿様や
学者が持っていた軍事的な技術は民用技術に転用され、
経済や技術が社会や人々のために発展していった。

誰もが読める和
語による書物の
出版によってさ
らに知識が普及
していく

■ 実学から生まれた科学技術
　観察した研究結果である科学を、実用的な農業や産業
などの技術に生かす学問も高度に発達していった。

1802年､上垣守国
が、蚕の起源から種
類、伝説、飼育法等を
図解した「養蚕秘録」
はシーボルトが持ち帰
り、1848年「Yo-san-
fi-rok」としてフランス
語で翻訳された。

■ 翻訳文化と基礎医学の芽生え
　海外から学び、日本に合うものを作っていく「和魂漢才」
「和魂洋才」。優れた技術は洋の東西を問わず、すぐに翻
訳する文化があり、外来語を新しい和語に変換することも
得意としていた。外来語を理解しやすい和語に変換するこ
とによって、すべての国民が同じ知識を共有できた。

～江戸の科学技術は世界水準！
モノづくり日本の原点を見直す～

解体新書に代表され
る翻訳書が広く出版
される

■ 解剖から自然科学へ
　上述のように、近代科学技術に対しての日本的・社会的
理解は、臨床医学ではなく、解剖と研究によって得た知識
を治療に生かす研究医学を発展させることができた。

『寛政婦人解剖図』和田コレクション
　寛政12(1800)年4月に、伏屋素狄、大矢尚斎、各務文献らが摂
津葭島で行った女体解剖の図。腎臓に墨汁を注入し、血と尿を分
ける実験なども描かれ、単なる解剖から臓器の生理的機能へと、
驚くほどの進展が見られる。

■ 「匠の技」黄金の国ジパング
　「地の利」と「人の利」により、多くの鉱山が開発された。
鉱山はあらゆる技術や経済、社会活動が含まれる総合産
業である。日本各地で鉱山が開発され、人を通じてその技
術や知識が広まった。総合的な技術体系「探鉱、採鉱、選
鉱、製錬」と、社会体制「経営、町、輸送、燃料」が発展した。

多くの大衆が描かれた隅田川の花火大会

■ 用の美　江戸時代に育まれた技と美
　職人は、技を磨く中で、洞察力と経験的な知識を高め
た。職人の技は社会のために、人々のために使われた。
人々の好みや予算に合わせ、職人や商人は引札（カタロ
グ）を作った。職人の「こだわり」が町人の「ひいき」に育てら
れ「らしさ」となる。
　モノづくりの高
い志、厳しい評価
と淘汰が生み出
した用の美が、次
世代に誇るモノ作
りへとつながって
いったのである。 社会や大衆文化によって作られた技と美

　日本の科学技術史が専門。対象分野
は、江戸時代のからくり人形、鉱山・測量
技術から、明治の造船、紡績、現代の自
動車、飛行機、ロケットまで、広範囲に渡
る。経済産業省「ロボット大賞」選考委員、
「ものづくり日本大賞」選考委員、「もの
づくり政策懇談会」委員、トヨタ産業技
術記念館、江戸東京博物館、その他博物
館の構想委員や展示監修委員など。

国立科学博物館
産業技術史資料情報センター長

　多くの本は、和語で書かれ、それを読むために寺子屋が
発達した。表意文字（漢字）と表音文字（ひらがな）を使う和
語の普及によって、江戸末期には識字率は80％近くに達し
ていたという。誰もが読める書物によって、知識が広まり、
人々は知識を求め、大衆文化の発達に大いに寄与した。

鉱山開発は様々な技術・社会を発展させた

「大和本草」 貝原益軒
宝永7（1709年）

「和語本草綱目」 岡本一抱
元禄11（1698年）

「子玄子産論」 
明和2（1765年）

「愛育茶譚」 　桑田立斉　嘉永6（1853年）

「英和対訳袖珍辞書」慶応年間

探鉱

製錬

鉱山経営

鉱山町

採鉱

運鉱 輸送 燃料
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■2014年度「チャレンジ５推進委員会」活動報告
　車体工業会では、2012年度に中小の地場車体架装
業に絞っての「自動車車体業界の将来ビジョン」を策定。
2013年度はこのビジョンを受けて、提言内容を個社や部
会で実践できるように深堀り調査、ブレークダウンをして
いくこと及び将来的に経常利益率５％の業績を目指そうと、
「チャレンジ５活動」を実施、「2013年度版活動報告」とし
て取りまとめた。
　2014年度も引き続き、東京オリンピック・パラリンピッ
ク、ＴＰＰ批准後の社会を視野に入れ（１０・２０年後）、車体工
業会会員各社の事業の継続性と発展性、及び『チャレンジ
５』の目的のひとつである利益率５％目標達成のために方
策の方向性を探り、『2014年度「チャレンジ５推進委員会」
活動報告』としてまとめて正会員に配布した。

１．委員会構成
独立系／地場架装メーカーの若手経営者や次世代経営
者9名とアドバイザー1名

２．委託先シンクタンク「㈱現代文化研究所」を選定 ： 
	 前年度同様
３．『2014年度「チャレンジ５推進委員会」活動報告』内容
概要

　第1章 ：日本の将来像見通しと分析
	 社会変化要因を鑑み政策・提言を整理し、日本社

NEWS FLASH　本部だより　

特種部会

部会だより

■ 「2014年度自動車検査独立行政法人本部
　との技術検討会」を開催　
　特種部会（部会長・古庄忠信・㈱イズミ車体製作所会長）
では、自動車検査独立行政法人業務課 長井信雄課長補佐、
菊地健介業務第2係長、また古庄部会長、太宰技術委員長、
保志業務委員長を含めた16社25名の参加のもと、3月20
日に検査法人本部との2014年度技術検討会を実施した。
　以下の3件の質問項目と当日の追加質問6件について論
議し、検討会結果としてまとめ、部会員に発行した。今年で8
回目であり、審査業務がスムーズに流れるようにすることは
非常に大切であるとの認識の下、今後もこの技術検討会を
継続していく。
【質問項目】
　①	ハイエースの事業用登録　扉開閉表示について
　②“改造自動車審査結果通知書”類別区分番号の確認方

法について
　③	電磁両立性案件（協定規則第10号）の適用について
以下６件を当日の追加質問とした。
　④	乗車定員１０人以下の旅客運送用車両の保安基準の改

正の状況について
　⑤	横向き座席の座席ベルトの取扱いについて
　⑥	Ｅマークのある海外製部品について
　⑦	ブレーキ性能向上の場合の試験成績書免除について
　⑧	Ｒ４３に適合していない特注ガラスの使用について
　⑨	シャシ認証車をベースとした「改造申請」の扱いの検討

状況について

■2015年度部会総会を各地で開催
　2015年の部会総括会議（部会総会）がすべて終了し、
2015年度活動計画、予算案の承認を得ると共に新年度役
員が選任された。

部会 開催日 場所
特 装 部 会 ４月１6日 東　京
特 種 部 会 ４月１6日 東　京
トラック部会 ４月１9日 京　都
バ ン 部 会 5月１８日 新　潟
トレーラ部会 ４月２0日 東　京
バ ス 部 会 4月15日 神奈川
小 型 部 会 ４月１6日 東　京
資 材 部 会 ４月１7日 東　京

会の変化、及びその変化に対応する政策から車
体工業の将来の視点を「大きな潮流」にまとめた。

　第2章 ：社会・産業構造と市場・事業環境の変化
	 第1章で設定した視点で今後の社会・産業構造と

事業・市場環境に変化を促すだろう中長期的な様
相をまとめた。

　第３章 ：事業への取組みと新市場への挑戦
	 新しい事業環境が車体工業の経営のあり方をど

のように変えるのか、新しい市場環境における成
長市場はどこか、新しい技術が車体生産にどのよ
うな変化を求めるのかを考察。

	 Ⅰ. 新しい事業環境での車体工業の経営のあり方
＊	会員企業ヒアリングにみる経営高質化への
取組み

	 ①雇用と人材育成に関する諸策、
	 ②生産性向上への取組み
Ⅱ. 新しい市場環境における成長市場の発見
Ⅲ. 新しい技術が与える変化

■ 工場見学会を実施
　トラック部会(部会長・田村元・㈱浜名ワークス社長)では、
４月９日に２６社３0名が参加し、須河車体㈱本社工場(ボト
ルカー及びプレス部品製造ライン)の見学会を実施した。
　はじめに、須河社長から会社の社歴、概要並びに製品に
ついて説明を受け、品質の向上や事業の多角化ばかりで
なく、社是にある人を大切にし、社員の育成に大変力を入
れていることに深い感銘を受けた。
　主力のボトルカーは、創業当初から受け継がれた多品種
少量生産のノウハウを活かし、日本で最初に開発し製品化
したメーカーであり、かつトップシェアを保っている。社員
の一人ひとりが常に改善意識を持ち、品質の高い製品を
安定して製造するために、工場全体で取り組んでいる様子
がよく分かり、非常に多くの刺激を受けた。
　また、ＩＳＯ認証を取得し環境改善にも力を入れる一方、
事業の多角化も進め、当会会員向けや建設機械メーカー
向けのプレス製品等も数多く手掛け、現在では売上高が
車両架装を上まわっているとのこと。
　今回は、多数の会員が参加し活気あふれる意見交換が
なされ、非常に有意義な見学会となった。

トラック部会

■評議員会及び相談役会を開催
　5月8日に、当会会議室で2015年度評議員会を開催。矢
島廣一氏（埼玉自動車工業㈱社長）を議長に選任し、2015
年度事業計画（案）及び収支予算（案）を審議した。
　「会員メリットに直結」する事業を優先するという基本的
考え方のもと、環境変化を踏まえ、更なる会員満足度向上
を図る諸施策や車体業界の成長戦略の推進など、評議員
会として「2015年度事業計画（案）及び収支予算（案）は適
切である」との答申を白根会長に提出した。
　また、同日相談役会を開催し、高木、内山、橋本各相談役
から「2014年度事業報告及び収支決算報告」、「2015年
度事業計画（案）及び収支予算(案)」について意見をいただ
いた。

バン部会
■ お客様向けリーフレット
　 「安全輸送の心得」を作成
　技術委員会(委員長・杉野英樹・㈱矢野特殊自動車バン
事業部副本部長)では、４月３０日にお客様向けリーフレット
｢安全輸送の心得｣を発行した。
　本リーフレットは、お客様がバン型車両を使用する上での
トラブルを未然に防止し、車両を長く・安心してお使いいた
だくためのお願いとして、主な注意点をまとめた。
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開も積極的に進め、事業規模が車輌事業よりも大きくなっ
ているとの説明を受け大変驚かされた。
　質疑では、活気あふれる意見交換がなされ、大変意義深
い見学会となった。

　会員の皆様がバン型
車両を納車する際に、
お客様への説明資料と
して本紙の活用をお願
いする。

■ 工場見学会を実施
　

  バン部会(部会長・上野晃嗣・日本フルハーフ㈱社長)で
は、５月８日に１４社１９名が参加し、日軽新潟㈱及び㈱北村
製作所の工場見学会を実施した。
　日軽新潟㈱では、高橋社長からご挨拶を受けた。今回が
初めての訪問という会員も多く、普段は完製品でしか見る
ことのできないトラック架装用部品や新幹線屋根部材等
の、アルミ大型押出形材及び加工製品の生産現場を直接
見ることができ、アルミ製品への理解をより深めることが
できた。
　特に、トラック用アルミブロック煽りの組立工程などは、会
員にとって身近な部品でもあり、大変興味深く見学できた。

　㈱北村製作所では、北村社長から「視るチカラ」が新しい
創造を生むという、新事業開拓への熱い思いが込められた
挨拶を受けた。冷凍バンボデーの製造ラインは高い自動
化率に加え、いろいろなお客様からの要望に対応できるよ
うに様々な工夫がなされ、高品質で安定した製品製造のた
めに、社員の一人ひとりが努力している様子があちこちで
うかがえた。
　特に、環境マネージメントの国際規格ISO14001認証
取得をされるなど、環境改善に早くから取り組むとともに、
通信事業や産業用洗浄システム等、車両以外への事業展
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小型部会
■ 工場見学会を実施
　技術委員会（委員長・根岸昭二・トヨタ自動車東日本㈱第
１ボデー設計部長）と経営企画部門委員会（委員長・伊藤
肇・トヨタ自動車東日本㈱執行役員）共催で、3月5日に4社
10名が参加し、極東開発工業㈱横浜工場の見学会を実施
した。
　横浜工場は、ダンプ車の主力工場であり、1台積車両運
搬車や脱着ボデー車も生産している。会社概要の説明後、
成形工程、製缶工程、組立工程など薄板を主とする小型部
会会員会社の製品とは違う、厚板での製造工程を興味深
く見学した。増産体制の中での納期の遵守・短縮への取組
みや、協力会社を含む現場の半数近くが外国人であること

や、またその技
能の高さに感
心した。

資材部会バス部会
■ 工場見学会を実施

　
　バス部会（部会長・清水和治・ジェイ・バス㈱社長）は、4月
15日部会総会終了後に3社7名が参加し、日産車体㈱湘南
工場の見学会を実施した。
　湘南工場は、NV200バネット、ADバン、パトロールなど
を生産している。会社概要の説明では、授業の一環で行う
小学5年生の工場見学者が、圏央道の開通に伴って山梨県
などの遠方からの見学者が増え、年間25,000名が見学し
ているとのことである。会社概要の説明後、車体工程、組

トレーラ部会
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■ 工場見学会を実施
　

　資材部会(部会
長・杉本眞・レシッ
プ㈱社長)では、3
月24日にバス部会
(部会長・清水和治・
ジェイ・バス㈱社
長)と合同で岐阜車体工業㈱本社工場の役員見学会を実
施、20社24名が参加した。

　本社工場は、ハイエース（スーパーロングワゴン、標準タ
イプ、超ハイルーフ）、トヨタ救急車等を生産、その他自動
車部品も生産している。当日はプレス工程や組立行程の
見学を行ったが、既存の設備やスペースを有効に活用する
など多くの改善に取組んでいた。
　社員に対する福利厚生も充実しており、昨年リニューア
ルした社員食堂で施設見学を兼ねて昼食をいただいた。
立派な社員食堂やメニューに対して参加者からは感嘆の
声が多数聞かれた。同社は、「お客様第一」、「社会への貢
献」、「人間尊重」を会社の理念として様々な地域貢献も
行っている。参加者からは大変充実した見学会であった旨
の声を多数いただいた。

■ 講演会を開催
　

  資材部会(部会長・杉本眞・レシップ㈱社長)では4月17日
に部会総会後に講演会を開催、４２社５９名が参加した。講
演会はジャーナリストで、ぽると出版編集長の和田由貴夫
氏が「日本のバスを楽しくするための処方箋」と題して講演
をした。
　少子化が進むことによる人口の減少、輸送人員の減少、
バスの運転手不足や「標準化」の進展で車両選択肢が減っ
ている（2001年には57車種が2010年に27車種に減少）
等バスを取り巻く現状を話された。現在の日本のバス業界
の構造では利用者が不在であると指摘。注目を集めてい
るオープンバス等の差別化されたバスの魅力やヨーロッ
パのバスの活用状況、さらに中国や韓国のバスのヨーロッ
パ進出の実情等を紹介。今後の日本のバスの未来につい
ては、バスは環境問題やエネルギー問題で大きな解決策
を持っていること、「乗って楽しく」、「使っても楽しい」バス
であれば利用する人も自然と増え、そのためには社会を味
方につける努力をすることが大変に大事であると話され
た。講演後の
質疑も活発
に行われ充実
した講演会と
なった。

■ 2015年度トレーラ国内需要見通しを発表
　

　業務委員会（委員長・河内和仁・東邦車輛㈱営業部長）で
は、3月17日に2015年度のトレーラ国内需要見通しをま
とめ発表した。2015年度については、世界経済は緩やか
な拡大基調にはあるものの、新興国の通貨危機リスク等
が懸念される。そうした中、国内経済は成長戦略の効果が
除々にではあるが表れてくるのに加え、円安による輸出増
や原油安を追い風にした消費の持ち直しにより、緩やかに
回復することが期待される。
　こうしたことから、トレーラ総需要は6,900台、2014年
度比106%と見込まれる。

年　度
2013年度 2014年度 2015年度 対前年比

A実績 B見通し C予測 2014年度
（B/A)

2015年度
（C/B）

合　計 6,208 6,500 6,900 104.7％ 106.2％

形
状

コンテナ用 1,767 1,700 1,800 96.2％ 105.9％
バン 1,568 1,800 2,000 114.8％ 111.1％
平床・低床 1,770 1,800 1,900 101.7％ 105.6％
その他特装系 1,103 1,200 1,200 108.8％ 100.0％

立工程などを見学したが、モノコックボデーとフレームボ
デーの構造の違い及び多品種生産による部品取付点数の
違いへの設備・治具対応や、小学生にわかりやすく、自動車
製造に興味をもってもらうための見せ方の演出など、随所
に工夫をしていることに感心した。
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■2015年度　全国支部通常総会開催状況

支部 開催日 支部長 来賓 車体工業会

北海道支部 ４月	２4日 坪川　弘幸北海道車体㈱　副社長
（経）渡辺製造産業課長
（国）千葉自動車技術安全部技術課長 吉田専務理事

東北支部 ４月	17日 鈴木　勇人
仙台鈴木自動車工業㈱　社長

（国）鈴木自動車技術安全部長
　　寺戸技術安全課長

白根会長
吉田専務理事

新潟支部 ４月	２4日 北村　　守
(資)中北車体工作所　代表社員

（国）吉田自動車技術安全部技術課長
百石技術課専門官、忠首席陸運技術専門官

堀口支部連絡会議長
杉崎事務局次長

関東支部 ４月	20日 上野　晃嗣
日本フルハーフ㈱　社長

（国）平澤自動車技術安全部長
　　石塚技術課長

渡辺副会長
杉崎事務局次長

中部支部 ５月	１5日 尾崎　二三男㈱東海特装車  取締役常務執行役員
（経）嶋田産業部製造産業課自動車関連産業室長
（国）古屋自動車技術安全部技術課長

渡辺副会長
吉田専務理事

近畿支部 ４月	２3日 堀口　昇一須河車体㈱　相談役

（経）森下産業部製造産業課長
（国）酒井自動車技術安全部長、松田技術課長

井上京都運輸支局長、赤井首席陸運技術専門官

筆谷副会長
吉田専務理事

中国支部 ５月	７日 平町　省三
フェニックス工業㈱ 専務取締役

（経）松本地域経済部地域経済課長
（国）若林自動車技術安全部長、吉木技術課長

古庄副会長
清水技術部長

四国支部 ５月	 8日 池浦　雅彦
㈱タダノ　執行役員

（経）西川地域経済部次長
（国）溝渕自動車技術安全部長

古庄副会長
色摩事務局次長

九州支部 ５月	13日 矢野　彰一
㈱矢野特殊自動車　社長

（経）生島地域経済部製造産業課長
（国）斉野平自動車技術安全部長

古庄副会長
吉田専務理事

北海道支部 東北支部 新潟支部

関東支部 中部支部 近畿支部

中国支部 四国支部 九州支部

官公庁だより

（経）＝経済産業省地方経済産業局　（国）＝国土交通省地方運輸局
２０１５年度夏期の電力供給対策

経済産業省
　電力需要が高まっていく夏場の対策として、５月２２日に、
電力供給に関する検討会合が開催され、「２０１５年度夏期
の電力供給対策」が決定された。
　2015年度夏季の電力需給は、猛暑となるリスクや直近
の経済成長の伸び、企業や家庭における節電の定着などを
織り込んだ上で、老朽火力の最大限の活用等を前提に、い
ずれの電力管内でも電力の安定供給に最低限必要な予備
率3％以上を確保できる見通しであるが、関西電力及び九
州電力管内は、単独では予備率3%を確保できず、他地域か
ら受電せざるを得ないという厳しい状況です。また、老朽火
力を含む発電所の計画外停止は依然として増加傾向にあ
り、このまま火力発電所の稼働が高水準で推移すると、大
規模な電源脱落が発生し、電力需給がひっ迫する可能性も
あり、引き続き電力需給は予断を許さない状況です。
　政府、電力会社においては、引き続き供給力の確保に最
大限の努力をしてまいります。国民の皆様におかれては、
国民生活、経済活動等への影響を極力回避した無理のな
い形で、できる限りの節電をお願いします。
　このため、次のように、節電協力要請が実施されます。
＜節電をお願いしたい期間・時間・節電目標＞
　７月１日から９月３０日までの平日（8月13日及び14日を
除く） 9:00-20:00
　無理のない範囲で、できる限りの節電（数値目標を設け
ない）＊
＊需給見通しで見込んでいる各電力管内の定着節電見込
みを目安としてください。

＜使用最大電力（kＷ）の抑制について＞
　ピーク期間・時間帯において、それぞれの需要家の
2010年7月1日～9月30日の使用最大電力（kW）の値等
を目安とした基準からの節電をお願いします。

＜夏期の電力需要の特徴について＞
　需要全体としては、特に日中（13:00-16:00頃)に最大
ピークとなる傾向にあり、特にこの時間帯の節電が重要と
なります。

＜「でんき予報」のご案内＞
でんき予報が、オレンジ・赤となった場合には、一層の節電
にご協力をお願い致します。

4.4% 12.2% 4.9% 10.0% 4.4% 3.7% 6.0% 8.6%

2015

需給
状況
使用率

安定した
需給状況

92％以下 92％超過
～ 95％以下

95％超過
～ 97％以下 97％超過

やや厳しい
需給状況

厳しい
需給状況

大変厳しい
需給状況
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局　別 運輸局長 自動車技術
安全部長 技術課長 整備課長

※整備・保安課長
保安・環境課長
※保安・環境調整官

管理課長
※管理業務調整官

北海道 渡邊　良 本間　勝則 千葉　順一 ※立川　雅志 ※松浦　昌典 　工藤　正弘

東　北 永松　健次 鈴木　義男 寺戸　成周 ※柴田　克則 ※寺戸　成周 　小山　重彦

北陸信越 德永　　泉 岩野　裕功 吉田　守利 ※酒井　　了 ※古川　　洋 　中野　隆夫

関　東 又野　巳知 平澤　崇裕 石塚　幸博 　渡辺　博之 　新井　　修 　吉田　和弘 

中　部 野俣　光孝 大森　隆弘 古屋　勝治 　日比野明洋 　山下　富治 　野路　貫修

近　畿 土屋　知省 酒井　雅彦 松田　秀雄 　岡田　研二 　松崎　義廣 　奥野　和之

中　国 河田　守弘 若林　省吾 吉木　清久 ※有川　一夫 ※村田　敏彦 　中村　滝登

四　国 瀬部　充一 溝渕　通弘 田中　耕一 ※篠原　　勝 ※水野　実也 ※香川　景之

九　州 竹田　浩三 斉野平清己 竹下　博喜 　藤本　清春 　立石　正徳 　田中　啓二

沖　縄 － 運輸部長
坪井　史憲

車両安全課長
邊土名　和一 － － －

国土交通省地方運輸局 ２０１5年4月１日現在

（敬称略）

局別 経済産
業局別

当会の
相談窓口 部長名 課長名

産
業
部

関東 製造産業課 渡辺　　豊 梶田　昌幸

中部 製造産業課 正木　　朗 嶋田　明彦

近畿 製造産業課 戸田　美和 森下　剛志

地
域
経
済
部

北海道 製造産業課 寒川　卓知 渡辺　敏彦

東北 情報・製造
産業課 岩瀬　恵一 有路　正浩

中国 地域経済課 小島　暢夫 松本　晴美

四国 製造産業課 栗田　豊滋 岸本　哲朗

九州 製造産業課 堀尾　容康 生島　敬二

経済産業省地方経済産業局

（敬称略）

2015年4月1日現在
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となった。
　近年、中小企業を巡る経営課題が多様化・複雑化する中、
中小企業支援の担い手の多様化・活性化を図るため、中小
企業に対して専門性の高い支援事業を行う「経営革新等支
援機関」を認定する制度が2012年8月に創設された。
　本制度は、税務、金融及び企業財務に関する専門的知
識や中小企業支援に係る実務経験が一定レベル以上の個
人、法人、中小企業支援機関等を「経営革新等支援機関」と
して認定することにより、中小企業に対して専門性の高い
支援を行うための体制を整備するものである。
【公表日】　２０１５年5月26日
＜詳細は下記を参照＞
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/
nintei/index.htm

　経営改善・資金繰り支援対策等をはじめとした重点施策
を含め、中小企業の方が利用する際の手引書として、平成
２７年度版の各支援の概要を紹介するものである。
【使い方】	巻頭の「インデックス」では、利用者のニーズに

あわせて利用できる施策を支援制度別に探すこ
とができる。また、「目次」では、中小企業施策を
以下の項目に分類し、項目毎に利用できる施策
が一覧できるようになっている。

【平成２７年度重点施策（震災対策、経営改善・資金繰り支
援など）】
  １．	経営サポート：技術力の強化、創業・ベンチャー支援、経
営革新支援、新たな事業活動支援、知的財産支援、再
生支援、雇用・人材支援、海外展開支援、取引・官公需
支援、経営安定支援、小規模企業支援

  ２．	金融サポート（融資制度、保証制度）
  ３．	財務サポート：税制、会計、事業承継
  ４．	商業・地域サポート：商
業・物流支援

  ５．	分野別サポート
  ６．	相談・情報提供：中小企
業支援センターなど

＜詳細は下記を参照＞
http://www.chusho.
meti.go.jp/pamflet/
g_book/h27/

平成２７年度版
「中小企業施策利用ガイドブック」を発行

中小企業庁

経営革新等支援機関として新たに199機関を認定
中小企業庁

　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第17
条第1項に基づき、新たに199の機関を経営革新等支援機
関として認定され、経営革新等支援機関数は23,827機関

「最低賃金引上げに伴う中小企業・小規模事業者
への支援施策紹介マニュアル」を改訂

中小企業庁
　近年、最低賃金額が大幅に引き上げられており、中小企
業・小規模事業者ではこれへの対応が求められている中、
2015年度当初予算が成立したことに伴い、厚生労働省及
び中小企業庁が共同で作成している「最低賃金引き上げ
に伴う中小企業・小規模事業者への支援施策紹介マニュ
アル」について、予算事業の記載を更新するとともに、賃上
げや処遇改善に資する補助金を追加する等、改訂した。マ
ニュアルは、最低賃金の引上げに対応するための取組みに
活用出来る厚生労働省及び中小企業庁の支援措置に関し
て、その内容や関連する相談窓口を紹介するものである。
【公表日】　２０１５年４月１０日
＜詳細は下記を参照＞
http://www.meti.go.jp/press/2015/04/20150410
005/20150410006.html

＜緊急時の一層の節電のお願い＞

「Webサイトでの情報紹介」
政府の節電ポータルサイト「節電.go.jp」
http://www.setsuden.go.jp

経済産業省ホームページ
http://www.meti.go.jp/setsuden/index.html

「需給ひっ迫お知らせサービス」
　万一、電力需給のひっ迫が予想される場合に、携帯電

話・スマートフォンにお知らせします。登録をお願いいたし
ます。
〔携帯電話〕
http://mail.setsuden.go.jp にアクセス
〔スマートフォン〕
App Store または Google Play にアクセスし、
“節電アクション”で検索

4

出展 : 資源エネルギー庁推計
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　自動車の不正改造が社会的な問題となっており、生活の
安心を確保するためにも、その排除が喫緊の課題となって
いる。
　国土交通省及び当会を含む自動車関係32団体で構成
する「不正改造防止推進協議会」が中心となって、内閣府、
警察庁、農林水産省、経済産業省及び環境省の後援並び
に自動車検査独立行政法人、軽自動車検査協会の協力の
もと、不正改造を排除し、車両の安全確保及び環境保全を
図ることにより、国民の安全、安心を確実に確保していくた
め、2015年度も、「不正改造車を排除する運動」を全国的
に展開する。特に6月を「不正改造車排除強化月間」として
一層強力に取り組む。
　当会でも、ポスター、チラシ
の会員への配布等を実施す
る。会員の皆様もぜひ、この機
会に不正改造の防止について
の理解を深めていただき、そ
の排除にご協力下さい。
＜詳細は下記を参照＞
http://www.tenken-seibi.
com

２０１5年度「不正改造車を排除する運動」を実施
～6月は「不正改造車排除強化月間」～

国土交通省

NEWS FLASH　官公庁だより

　　②国自技第7号 ： 道路運送車両の保安基準等の一部
改正に伴う脱着式スタンション型セミトレーラの留
意事項について

　　③国自技第8号 ： 道路運送車両の保安基準等の細目
を定める告示の一部改正に伴うあおり型等の強度
を要するセミトレーラの取扱いについて

　　④国自技第10号 ： 道路運送車両の保安基準等の細
目を定める告示別添114「牽引自動車の軸重に関
する技術基準」に係る適合性の判断について

　【施行日】　2015年5月1日
8.	道路運送車両の保安基準等の一部改正に伴い最大積
載量等の変更を行う場合の取扱いに基づく自動車製作
者の証明

　国土交通省から、2015年4月21日付けで、標記通達を
発出した。
　【通達概要】
	 　別添114の技術基準に適合するトラクタのリストの
提供があったもの。

9. 「自動車型式認証実施要領」及び「輸入自動車特別取扱
制度」の一部改正

　国土交通省は、2015年4月27日付けで、標記依命通達
の一部改正を行った。
　【改正概要】
　　①保安基準の改正（軸重、車両総重量等の限度引上

げ）に伴う所要の整理
　　②その他、内容の明確化、用語・表現の適正化等
　　③型式指定申請又は新型届出については2016年3

月31日まで、変更承認申請又は変更届出について
は2018年8月31日までは従前の扱いが可能

　【施行日】　2015年4月27日
10.「基準緩和認定要領について」の細部取扱いの一部改
正

　国土交通省関東運輸局は、4月28日付けで、標記通達の
一部改正を行った。
　【改正概要】
　　①特例8車種のセミトレーラが基準内車両に移行した

ことに伴う所要の整理
　　②その他
　【施行日】　2015年5月1日
11.	自動車製作者等が提供する点検及び整備に関する情
報に基づく確実な自動車の保守管理の実施

　国土交通省は、2015年4月30日付けで、標記通達を発
出した。

　【改正概要】　
	 ⑴ 長さ
	 　バン型等の特例8車種のセミトレーラの長さの限度
について、13mに拡大した。

	 ⑵ 車両総重量
	 　バン型等の特例8車種のセミトレーラの車両総重量
の限度について、36tに拡大した。

	 ⑶ 軸重
	 　2軸のトラクタのうち、別添114（※）の技術基準に適
合する自動車の後軸の軸重の限度について、11.5tに拡
大した。

	 ⑷ 輪荷重
	 　2軸のトラクタのうち、別添114（※）の技術基準に適
合する自動車の後軸の輪荷重の限度について、5.75t
に拡大した。

	 ⑸ 最大積載量
	 　本改正に伴う所要の整理を行った。
　【施行日】　2015年5月1日
　　  ※	保安基準の細目告示別添114「牽引自動車の軸

重に関する技術基準」
6.	自動車検査業務等実施要領（依命通達）の一部改正
　国土交通省は、2015年3月31日付けで、標記通達の一
部改正を行った。
　【改正概要】
	 ⑴ 検査証の記載事項
　　①一定の要件を満たすバン型等セミトレーラについ

て、長さ及び車両総重量の上限値が引き上げられ
ることに伴う所用の整理

　　②一定の要件を満たす2軸のトラクタについて、駆動
軸重の上限値が引き上げられることに伴う所用の
整理

	 ⑵ 検査証の交付
	 　検査法人の「自動車審査高度化施設」と国の情報処

理システム「MOTAS」をオンライン通信行うことに伴
う所用の整理

　【施行日】　上記⑴については2015年5月1日、⑵につ
いては2015年4月1日 

7.	トレーラの車両総重量等の限度引上げに関連する通達
の発行

　国土交通省は、トレーラの車両総重量等の限度引上げ
に伴い、2015年4月10日付けで、下記通達を発出した。
　【発出された通達名】
　　①国自技第6号 ： 道路運送車両の保安基準等の一部改

正に伴う基準緩和車両の取扱いの留意事項について

保安基準の改正等について
国土交通省

1.	移動円滑化基準適用除外認定実施要領（依命通達）の
一部改正

　国土交通省は、2015年2月26日付けで、標記依命通達
の一部改正を行った。
　【改正概要】
	 　移動円滑化基準適用除外自動車の認定を受けること
ができる自動車に「空港アクセスバス」を追加した。

　【施行日】　2015年2月26日
2.	非認証車に対する排出ガス試験等の取扱いの一部改正
　国土交通省は、2015年3月25日付けで、標記通達の一
部改正を行った。
　【改正概要】
	 　非認証車の新規検査時の排出ガス試験結果成績表
の取扱いについて、本通達による他、自動車検査独立行
政法人又は軽自動車検査法人が独自に定めることがで
きるよう措置した。

　【施行日】　2015年3月25日
3.	保安基準及び細目告示の一部改正（車体表示）
　国土交通省は、2015年3月27日付けで、保安基準及び
同細目告示の一部改正を行った。
　【改正概要】　
	 　自動車の前面、後面、両側面に表示するスクールバス
を表す表示について、これまでの自動車に加え、「幼保
連携型認定こども園」及び「児童福祉法で規定する小規
模保育事業・事業所内保育事業を行う施設」の幼児等を
運送する自動車にも当該表示を義務付けた。

　【施行日】　2015年4月1日
4.	低排出ガス認定自動車の表示の一部改正
　国土交通省は、2015年3月31日付けで、標記通達の一
部改正を行った。
　【改正概要】
	 　エコカー減税の要件見直しに伴い、車体に表示する
標記認定車のステッカに関する取扱いについて見直し
を行った。

　【施行日】　2015年3月31日
5.	保安基準、細目告示等の一部改正（長さ、車両総重量
等）

　国土交通省は、2015年3月31日付けで、保安基準、同
細目告示等の一部改正を行った。

　【通達概要】
　　①ユーザー団体（全ト協、日バス協会、全ハイ・タク連

合会）に対し、定期交換部品の適切な保守管理につ
いて注意喚起を行った。

　　②地方運輸局あてに、各種研修会等の機会をとらえ、
本件に関する周知・指導を行うよう指示した。

　　③日整連に対し、自動車製作者等が提供する点検・整
備に関する技術的な情報をユーザーに説明し、確
実な保守管理の実施を要請した。

　　④当会を含む自動車関連団体に対しては、車両法第
５７条の２に基づく定期交換部品をはじめとした点
検・整備に関する技術的情報について、引続きユー
ザー提供を行うとともに、整備事業者からの相談に
適切に応じるよう要請があった。

　【施行日】　2015年4月30日
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　当会会員である兼松エンジニアリング㈱（高知市：特装部会）殿と㈱イズミ車体製作所（熊
本県大津町：特種部会）殿が、3月27日、経済産業省・中小企業庁に「がんばる中小企業・小規
模事業者３００社」として選定された。
　これは、革新的な製品開発、創造的なサービスの提供等を通じて、地域経済の活性化等
に取り組む中小企業・小規模事業者を選定し、広く周知することで、選定された事業者の社
会的認知度や従業員のモチベーションの向上等を図り、後進の育成も目的としている。
　兼松エンジニアリング㈱殿は、県内の企業が強力吸引作業車用の高圧洗浄装置の圧力タ
ンク部品を製造加工できる技術を習得出来るように指導、その他の部品・材料なども県内企
業と連携、地域企業の売上拡大と地域社会の活性化に寄与してきた点が評価された。
　㈱イズミ車体製作所殿は、地域のバス事業者等と連携し国内で初めてEVバスの量産化
に成功。CO2削減効果等の社会的意義や熊本での取組が全国の公共交通EV化のモデル
となることが期待される点が評価された。
【経産省HP】
http://www.meti.go.jp/press/2014/03/20150327010/20150327010.html

経済産業省・中小企業庁
「がんばる中小企業・小規模事業者３００社」に選定

					   
■ 入　会
　 正会員	 ㈱ベルリング　代表取締役社長　飯野　塁
	 〒277-0882　千葉県柏市柏の葉5-4-6　電話 ： 04-7138-6006  FAX ： 04-7138-6005

	 主要製品  消防車、消防用指揮車、消防用支援車、その他特殊車両の架装、防災用資機材
　	 所属部会  特種部会
■ 退　会
　 正会員	 小林車体工業㈱	 （5月31日付）
	 ヨコハマモーターセールス㈱	 （3月31日付）
　 準会員	 ㈱桜井	 （6月  1日付）

■ 社名変更	 正会員	 ㈲ビックブラック	 →　㈲ビッグブラックス	（5月1日付）
	 	 菱相自動車工業㈱	 →　飛鳥特装㈱	 （4月1日付）

■ 組織再編による会社統合
　 正会員	 大和塗料販売㈱と日本ペイント㈱の自動車用塗料事業
	 →　日本ペイント・オートモーティブコーティングス㈱　代表取締役社長　山田　光夫
■ 代表者変更
　 正会員	 いすゞ 車体㈱	 代表取締役	 日下　　康
	 ㈱オートワークス京都	 取締役社長	 青地　　潔
	 京成自動車工業㈱	 取締役社長	 小林　広人
	 昭和飛行機工業㈱	 代表取締役社長	 田沼　千明
	 名古屋ボデー㈱	 代表取締役社長	 近藤　　匠
　 準会員	 ㈱シー・エス・シー	 代表取締役	 岡　　恭平	
	 ㈱星光商会	 代表取締役社長	 薩川　英之
	 ㈱パトライト	 代表取締役社長	 高野　尚登
■ 本社移転
　 正会員	 関東工業㈱	 〒153-0061　東京都目黒区中目黒4-6-1	 電話 ： 03-3710-0651  FAX ： 03-3710-0652
　 準会員	 アキレス㈱	 〒169-8885　東京都新宿区北新宿２-２１-1	 電話 ： 03-5338-9240  FAX ： 03-5338-9261

■ 訃　報	 小林車体工業㈱　代表取締役　小林俊一氏が3月23日にご逝去されました。

会 員 情 報
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　労働安全衛生法の一部を改正する法律については
2014年6月25日に公布され、労働安全衛生法の一部を
改正する法律の施行期日を定める政令、労働安全衛生法
施行令等の一部を改正する政令等の関係法令の整備を
行い電動ファン付き呼吸用保護具の譲渡等制限及び型式
検定の対象への追加に係る規定及び建設物又は機械等
の設置等の届出義務を廃しする規定ついては2014年12
月1日付けで施行された。また、2015年6月1日付けで施
行される外国登録製造時等検査機関等に係る規定及び特
別安全衛生改善計画に係る規定に関し必要な関係省令の
整備に関する省令が2015年4月15日に公布され、2015
年6月1日から施行される。また、改正法の受動喫煙の防
止に係る規定も2015年6月1日付けで施行されることと
なった。
　改正法による改正後の労働安全衛生法等に十分ご理解
いただき、会員への周知をお願いする。
＜詳細は下記を参照＞
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/anzen/an-eihou/

労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行
に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する

省令等の施行について
厚生労働省

　近年の熱中症による死傷者数は猛暑であった2010年
の後も毎年400～500人台で高止まりの状態にある。

2015年の職場における熱中症予防対策の
重点的な実施について

厚生労働省

1.	審査事務規程の一部改正（第65次）
　自動車検査独立行政法人は、2015年3月31日付けで、
審査事務規程の一部改正を行った。
　【改正概要】
	 ⑴自動車審査高度化施設に関する改正
	 　検査法人が行う新規検査等の審査結果等の情報を
電子的に管理する「自動車審査高度化施設」と、国が所
有する電子的情報処理システム「MOTAS」が、4月1日
からオンライン通信を開始することに伴う所要の整理

	 ⑵その他
	 　審査方法の明確化、呼称変更等
　【施行日】　2015年4月1日
2.	審査事務規程の一部改正（第66次）
　自動車検査独立行政法人は、2015年4月17日付けで、
審査事務規程の一部改正を行った。
　【改正概要】
	 ⑴ 全長、車両総重量、軸重等の限度引上げ関係
　　①保安基準等の改正により、一定の要件を満たすバ

ン型等特例8車種のセミトレーラについては長さ
と車両総重量の限度、一定の要件を満たす2軸トラ
クタについては後軸の軸重等の限度が供に引き上
げられることになったが、これに伴う所要の整理を
行った。

　　②上記自動車の新規検査当日の審査業務を円滑・効
率的に処理するため、事前書面審査制度を創設し
た。

	 ⑵ 車体表示関係
	 　子ども・子育て支援法等に基づく幼保連携型認定こ

ども園等の創設に伴い、これらの施設の送迎バスに
ついては、幼稚園、保育園等の送迎バスと同様に、車
体の前面・後面・側面に「スクールバス」の表示を義務
付けた。

	 ⑶ その他
	  審査方法の明確化、呼称変更等
　【施行日】　2015年4月17日（一部は2015年5月1日）

審査事務規定の改正等について
検査法人

　気象庁の暖侯期予報によれば、2015年の暖侯期（6月
～8月）は東日本では気温が平年より高くなることが予想
され、熱中症による労働災害が多く発生することが懸念さ
れる。
　2013年及び2014年の熱中症による死傷者数の年平
均は477人であり、2008年から2012年までの5年間の熱
中症による死傷者数の年平均である390人を上回ってい
る状況である。
　以上を踏まえ、建設業及び建設現場に付随して行う警備
業並びに製造業を対象業種として熱中症対策を重点的に
実施することした。職場での熱中症予防対策に一層の取組
と会員事業所への周知等について特段のご理解とご協力
をお願いする。
＜詳細は下記を参照＞
http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-
11303000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu-
Roudoueiseika/0000085005.pdf
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月度活動状況

3月

2日

バン部会会議
①2014年度事業報告の実績確認
②2015年度事業計画(案)について論議
③2015年度第1回目の工場見学先について確認

バス部会／技術委員会
①バス車体規格集改訂準備
②大型バス教官席及び3列シート仕様の隣接座席の解釈に関する自動車検査独立行
政法人との調整結果確認

③自工会バス分科会へ参画し情報の共有化

特装部会／クレーン技術分科会
①安全灯火の要望事項の経過報告
②次年度活動計画の検討
③特装部会技術委員会の結果報告

3日

環境委員会／
架装物リサイクル分科会

①環境・新環境基準適合ラベル取得に向けた次年度進め方協議
②2015年度リサイクル協力事業者数確認結果報告
③環境負荷物質フリー宣言フォローアップ2015年度実施スケジュール協議

国際人事合同分科会
（くるまプラザ会議室）

①「国際人事領域の重点施策と課題」「海外駐在員の派遣人員」「海外現地幹部教育の
実施状況」の情報交換

②「海外危機管理/安全対策について」の講演会の実施

4日
第4回中央業務委員会

①2014年度事業計画進捗まとめ
②2015年度事業計画（案）の論議
③2014年度チャレンジ5提言について論議

第3回支部連絡会
①支部事業計画の共有化、良いとこ取り活動論議
②各支部2014年度事業報告、2015年度事業計画案の共有化と論議
③販社への車体NEWSを通じた広報活動論議

5日

トラック部会／技術委員会 ①2014年度事業報告の実績まとめ
②2015年度事業計画(案)について討議・決定

トレーラ部会／技術委員会
①R117タイヤ騒音規制環境省との打合せ、適用時期早出しの情報共有化と進め方確認
②R58突入防止装置国際会議での検討状況展開
③道路の老朽化対策に向けた法改正の内容情報共有化

小型部会／工場見学会（神奈川） 極東開発工業㈱横浜工場の見学会実施

資材部会／燃焼性試験実態調査
委員会（埼玉）

①カケンテストセンター 東京事業所 資材テストラボ見学
②難燃性試験等実施要領細則の改訂を検討

6日
第4回環境委員会

①環境・新環境基準適合ラベル取得に向けた次年度進め方決定
②2015年度リサイクル協力事業者数確認結果報告
③環境負荷物質フリー宣言フォローアップ2015年度実施スケジュール決定
④VOC2016年度以降の自主目標設定の進め方確認
⑤産業廃棄物2016年度以降の自主目標設定の進め方確認
⑥2015年度環境委員会で環境テーマとした工場見学会進め方確認

特装部会／
粉粒体運搬車技術分科会

①特装部会技術委員会の結果報告
②取説文言（必読厳守事項）の統一用語最終化
③次年度事業計画検討

10日 トラック部会会議
①2014年度事業報告の実績確認
②2015年度事業計画(案)について討議・決定
③2015年度実施の工場見学先について意見交換

11日 トレーラ部会／業務委員会
①トレーラ安全な使用に向けての啓発活動として全日本トラック協会へ訪問する日程設定
②トレーラ法改正を受け輸送効率の新聞広告原稿修正を合意
③トレーラ生産台数需要予測プレスリリースの内容まとめ

13日 労政合同分科会 ①「春季労使交渉要求・交渉状況」の情報交換
②2015年度「人事労務合同研究会」事業計画概要案の承認

17日 中央技術委員会／
テールゲートリフタ技術分科会

①R58第3次改訂提案最新情報共有
②ナンバープレート視認性に関する新法規対応検討
③中央技術委員会の結果共有

18日 トレーラ部会／サービス委員会
①特装部会提案の「補給部品供給年限」の情報共有化
②東京都トラック協会依頼安全フォーラム(2/13)にて「トレーラの安全な使用」に
　ついての講演結果報告
③トレーラの「日常点検のパンフレット」を各社新車に搭載を合意

19日

常任委員会 ①安全衛生関係活動について論議
②本部開催講演会のテーマについて論議

第230回理事会

①審議事項
　第1号議案　2015年度事業計画(案)に関する件
　第2号議案　2014年度収支報告(決算見込み)及び2015年度収支予算(案)に関する件
　第3号議案　2015年度評議員選任に関する件
②報告事項
　1) 2014年度事業計画4/4期実績(見込み)まとめ
　2) 2014年度調査研究/基準化/共通化実績と2015年度計画
　3) 高齢者雇用推進事業「2014年度フォローアップ活動」まとめ
　4) コンプライアンスアンケート結果
　5) 最近の官公庁情報
　6) その他報告事項

講演会（くるまプラザ会議室） 「日本のモノづくり文化論」
講師：国立科学博物館　産業技術史資料情報センター長　鈴木一義氏

20日 特種部会／技術検討会
自動車検査独立行政法人本部と特種部会会員（１６社２５名）との間で
審査業務等に関しての質問項目を論議
当日の質疑を含め、部会内に論議内容を展開

24日 資材部会／工場見学会（岐阜） ①2015年度事業計画(案)について審議
②岐阜車体工業㈱の合同見学会を実施

25日

バス部会／ワンマン機器委員会 ①「バス用ドライブレコーダ車両搭載ガイドライン」JABIA規格の内容確認
②ワンマン機器品質保証体系策定に向けて対象部品の洗出し

トレーラ部会／技術委員会
①R117タイヤ騒音規制、適用時期早出しを受けてトレーラメーカーのタイヤをイン
チ系からメトリック系へ徐々に移行していくことを合意

②R10電磁両立性の審査部との打合せ日程・試験日程合意
③トレーラ法改正についての検査法人打合せ内容情報共有化

26日 特装部会／清掃車小委員会
①特装部会技術委員会の結果報告
②2014年度事業計画推進状況まとめ
③次年度事業計画の検討

27日 トレーラ部会／製品安全委員会
①経年品質保証に関する新たな取組みについて情報共有化
②トレーラ車枠・フレーム経年劣化調査進捗確認、ｎ増しで合意
③トレーラの点検整備方式アンケート結果による対策案論議

30日 特装部会／サービス委員会
①メンテナンスニュース№38（トレーラ点検整備編）の発行
②メンテナンスニュース№39（飼料運搬車点検整備編）の検討
③特装サービスマニュアル改訂版の検討
④補修用部品の供給年限に関するトレーラ部会のアンケート結果確認

４月
3日 バス部会／技術委員会 ①バス車体規格集改訂内容の日本バス協会への説明結果共有と当面の進め方確認

②自工会バス分科会へ参画し情報の共有化

6日 バス部会／塗装デザイン研究会 ①会員向け塗装勉強会の進め方とテーマの確認
②バス車体用塗色見本帳2014の販売状況確認

7日 トレーラ部会／業務委員会
①トレーラ安全な使用に向けての啓発活動として全日本トラック協会へ訪問した結果
報告・内容論議

②全日本トラック協会依頼のラジオ・新聞広告活用について論議
③環境変化対応としてのトレーラ物流貢献策検討の進め方論議

９日
トラック部会総会（京都）

①開催場所 : 京都　参加 : 26社30名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認

トラック部会／
工場見学会（京都）

①須河車体㈱の工場見学会を実施　参加 : 26社30名
②会員各社と品質確保に関する意見交換実施
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４月

14日 トレーラ部会／サービス委員会

①各社の「補給部品供給年限」の取組み確認、ガイドライン持ち寄り内容の詰めを行う
ことで合意

②東京都トラック協会依頼ガイドブック原稿｢トレーラのより安全な使用方法｣につい
ての作成方法確認、担当決定

③全日本トラック協会依頼のラジオ・新聞広告活用について論議

15日 バス部会総会（神奈川）
①開催場所 ： 神奈川　参加 ： 3社7名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認
③日産車体㈱湘南工場の見学会実施

16日

常任委員会 ①広報活動について ― 当会の認知度向上策の取組み ― 論議
②当会安全衛生活動について論議

第231回理事会

①審議事項
　第1号議案　新入会員に関する件
　第2号議案　2014年度事業報告まとめ
　第3号議案　2014年度収支決算報告
　第4号議案　2015年度事業計画（案）
　第5号議案　2015年度収支予算（案）
　第6号議案　2015・2016年度理事・監事（案）
　第7号議案　2015年度車体工業会優良従業員表彰（案）
　第8号議案　2015年度車体工業会功労者表彰・永年在籍会員表彰（案）
②報告事項
　1) 2015年度本部委員会体制
　2) 2014年度会員のリコール等重大不具合結果
　3) 2014年度国内商用車販売状況
　4) コンプライアンスアンケート結果
　5) 最近の官公庁情報
　6) その他報告事項

特種部会総会
①開催場所 ： 当会会議室　参加 ： 29社48名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認

特装部会総会（東京）
①開催場所 ： 東京　参加 ： 12社28名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認

小型部会総会（東京）
①開催場所 ： 東京　参加 ： 4社10名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認

17日

バン部会／技術委員会
①2014年度事業計画の実績まとめ
②2015年度事業計画の進め方につき討議・決定
③2014年度からの継続議題の進捗状況と日程確認

資材部会総会／講演会（東京）

①開催場所 ： 東京　参加 ： 42社59名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認
③講演会 ： テーマ：「日本のバスを楽しくするための処方箋」
　講師 ： ㈱ぽると出版代表取締役　和田由貴夫氏

20日 トレーラ部会総会
①開催場所 ： 東京　参加 ： 8社19名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認
③2015年度役員体制・車体ニュース担当承認

21日 商用車ショー企画委員会 ①当会合同展示企画の審議、決定
②出展社のPR活動審議

22日 中央技術委員会／
改造自動車等解説本見直WG

①見直し主旨説明
②作業の進め方討議

23日
トレーラ部会／製品安全委員会 ①2014年度活動実績と2015年度の活動計画項目論議

②車枠・フレーム経年劣化調査ｎ増し進捗確認、まとめ方論議

バス部会／ワンマン機器委員会 ①ワンマン機器品質保証体系の対象部品の優先度付けと今年度実施機器の決定
②JABIA規格「バス用乗客降車合図装置」改正内容案作成

NEWS FLASH　月度活動状況

▶P.23

NEWS FLASH　月度活動状況

23日 特装部会／サービス委員会 ①メンテナンスニュース№39（飼料運搬車点検整備編）の検討
②特装サービスマニュアル改訂版の検討

27日 トレーラ委員会／技術委員会
①R10電磁両立性の試験を行うにあたり現地事前確認にて試験内容の具体的内容の
詰めを実施することで合意

②R34車両火災防止ＷＧ(3/31,4/17)の情報共有化
③トレーラ法改正についての検査法人審査事務規定内容共有化

28日 中央技術委員会／
突入防止装置技術委員会

①協定規則R58第2改訂版の貨物車（GVW3.5t以下を除く）以外の自動車への適用
について、関係機関と調整

5月

8日

相談役会 ①2015年度事業計画（案）についての審議
②2015年度収支予算（案）についての審議

評議員会 ①2015年度事業計画（案）についての審議
②2015年度収支予算（案）についての審議

バン部会／工場見学会（新潟） ①日軽新潟㈱及び㈱北村製作所の工場見学会を実施　参加 ： 14社19名
②各社と品質確保に関する意見交換実施

バン部会総会(新潟)
①開催場所 ： 新潟　参加 ： 14社19名
②2014年度事業報告・収支決算承認、
　2015年度事業計画（案）・収支予算、役員体制（案）承認

13日 バス部会／技術委員会 ①リムジンバス車いす搭載リフト試作車のユーザー評価への立会い
②自工会バス分科会へ参画し情報の共有化

15日
トラック部会／技術委員会 ①2015年度事業計画の進め方につき討議・決定

②中央・他部会との合同W/Gの報告結果につき討議

中央技術委員会／
テールゲートリフタ技術分科会

①ナンバープレートの視認性に関する新法規の今後の対応の検討
②協定規則R58第3改訂案の最新情報周知
③経年品質保証に関する仕組みつくり検討

18日 トレーラ部会／業務委員会
①トレーラ安全な使用に向けての啓発活動として全日本トラック協会で各地方への展
開を審議(5/12)した結果報告・内容論議

②全日本トラック協会依頼、ラジオ・新聞広告活用の内容論議
③トレーラ法改正を受け輸送効率の新聞広告原稿変更内容を合意

19日 トレーラ部会／サービス委員会

①各社の「補給部品供給年限」のガイドライン持ち寄り内容の詰めを実施、今後統一
できるか各社社内審議

②東京都トラック協会依頼ガイドブック｢トレーラのより安全な使用方法｣についての
原稿内容確認、論議

③全日本トラック協会依頼、ラジオ・新聞広告内容確認すり合せ

20日 特装部会／塵芥車分科会
①昭和62年安全基準の見直し案件の進捗状況報告
②塵芥車製作基準の検討
③経年品質保証に関する仕組みつくり検討

22日 通常総会（東京） ＜別掲参照＞

26日
特装部会／ローリ技術委員会

①JABIA規格P1102改訂版検討
②ローリー用ホースネジ種類の共有化検討
③経年品質保証に関する仕組みつくり検討

トレーラ部会／製品安全委員会 ①トレーラ車枠・フレーム経年劣化調査進捗確認、まとめ方合意
③トレーラの点検整備方式アンケート結果による対策案合意

27日
トレーラ部会／技術委員会

①東京都トラック協会依頼「トレーラ法改正」ガイドブック原稿確認
②R10電磁両立性の試験場所現地確認、試験方法すり合せ結果報告、論議
③自動車検査法人向け講習会資料見直し内容確認、合意

バス部会／ワンマン機器委員会 ①「行先表示器」の品質保証上の課題洗い出しと対応確認
②JABIA規格「バス用乗客降車合図装置」改正内容の機器メーカーとの確認

29日
第1回広報委員会

①2015年度広報活動の事業計画の進捗状況確認
②ホームページリニューアル後の分析・論議
③車体NEWS夏号記事の校正と秋号企画の合意

特装部会／クレーン技術分科会 ①2015年度の事業計画の進め方について討議
②経年品質保証に関する仕組みつくり検討
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　豊和工業㈱は、豊田式織機の製造
販売を目的として1907年（明治40
年）に設立した豊田式織機㈱を前身
とする。日本の工業史とともに歩み
100年の歴史を誇る企業である。
　グラウンドを含め、約23万㎡の敷
地には多くの工場棟が建ち並び、派
遣社員等を含めて約1,000名の従
業員が働いている。
　織機の製造販売からスタートした
が、昭和の激動期に入ると工作機械
や火器の製造も開始する。1945年
に現在の社名に変更してからは、海
外企業との技術提携も積極的に行
い、工作機械をはじめ空圧・油圧機器
や金属製建具、産業用清掃機など、
日本の経済成長とともに、当時の国
内で求められていた様々な機械を製
造し、時代の多様なニーズに応える
べく幅広い分野へ邁進していった。
　今回の取材先である「特装車両事
業部」は、主に路面清掃車、産業用清

掃機を製造している。路面清掃車の
製造はアメリカ・ウェイン社（当時）と
の提携によって1968年から開始し、
現在は国内シェア約75％でトップの
地位を占めている。
　路面清掃車は、高速道路や一般道
の美化と維持に欠くことができない
「働くクルマ」である。交通量の少な
い夜間での使用が中心となるため、
日中は高速道路以外では、あまり目
にすることが少ないが、最近では、震
災復興関連や桜島の火山灰の清掃
など自然災害時の活躍も多い。
　日本国内では2,000台程の路面
清掃車が稼動しているが、道路面積
に比して足りているとはいえない状
況である。

● 特 徴・沿 革

会員会社紹介
Vol.79

豊和工業㈱
時代のニーズに製品で応えて100年。
これからもより良いものをつくり続ける。
　名鉄線「須ヶ口駅」のすぐ前に広大な敷地を持つ豊和工業㈱は、明治
４０年に繊維機械の国産化・量産化を目指し設立され、100年以上に
渡って幅広い分野で、時代の多様なニーズに応えてきた。

取材／車体工業会事務局次長 兼 業務部長　色摩　隆一

DATA
■本社
　〒452-8601
　愛知県清須市須ヶ口1900番地1
　TEL	 052-408-1237
　FAX	 052-409-4855
　URL　http://www.howa-co.jp
■資本金　9,019百万円
■従業員　767名
■事業所規模
　敷地面積　234,246㎡
　工場面積　131,213㎡
■車体工業会加入
　1968年（特装部会）

坂野　和秀　取締役社長　

東海道新幹線

東海道新幹線

東海道本線

東海道本線
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枇杷島枇杷島
豊和工業㈱

1968年当時に作られた路面清掃車

―	 御社の特徴は?
　弊社には「勤勉」と「アットホーム」
が伝統的に受け継がれています。
　全社平均年齢は44歳で働き盛り
が揃っています。その中でも特装車
両事業部は平均３７歳と若いです。
　毎年、桜の季節には、広いグラウン
ドを利用して全従業員とその家族が
集まり、お花見をしています。

―	 御社の業務の特徴について
お聞かせください。

坂野社長　特装車両事業部では「豊
和ストリートスイーパー」の名称で
販売されている路面清掃車の架装
を行なっています。ブラシの回転に
よってゴミを集める「ブラシ式」と、空
気圧によってゴミを集める「真空還
流式」の2タイプを、使用する個々の
路面状況や塵芥の種類に合わせ、大
小様々な路面清掃車を製造してい
ます。また工場やテーマパーク等の
清掃に使用される産業用清掃機の
製造も行なっております。

● 製　品

● 人

―	 どのような製品を手がけて
いるのでしょうか？

　路面清掃車には、走行しながら
様々な装置を同時に稼動させるとい
う複雑な構造が求められ、装置用に
別の動力も積む必要があります。
　ブラシ式清掃車は、前方に水を撒
きながら、側ブラシでゴミを車体下
部に集め、後部の大きな回転ブラシ
とベルトコンベアで、ホッパ内にゴミ
を送り込んでいきます。
　真空還流式では、ゴミとともに空
気を吸い込み、ゴミを分離してきれ
いな空気を大気中に戻します。
　シャシ下部に大型のブラシをはじ
めとした多くの装置を架装するため
に、マフラー類の取り回しを上部に
移動する加工をしたり、バネサスペ

―	 次世代への教育について
　技術の継承において、ベテランの
持つコツやノウハウを、口伝や経験
に頼るだけでなく、日々の仕事にお
いて、技術的なポイント等は詳細な
記録で残していきます。地道な作業
になりますが、データベース化する
ことで、若い世代への技術の伝承を
サポートしています。

　大きく分けて4つの事業部があり
ますが、スポーツや出身地域、居住
地域などの横のつながりを通して、
従業員同
士の交流
は活発に
行われて
います。

工場等で利用される産業
用清掃車の製造も行う

左ハンドル仕様の車両、
排気口は上部に移動

ンションをエアサスに変更するなど
してスペースを確保しております。
　また、路面清掃車は路肩に追従し
やすいように運転席が左ハンドルに
なっている車両もあります。

―	 今後の方向性についてお聞
かせください。

　国内において潜在ニーズはまだ
まだ高い路面清掃車ですが、これか
らの発展を見据えた上で、海外市場
も意識しています。しかしコストや海
外メーカーとの競合など厳しい面も
あり、アフターサービスも含め日本
国内で培ってきたトータルな商品力
を生かした展開を目指していきたい
と思います。

ブラシ式路面清掃車の構造

真空還流式路面清掃車の構造

工場内の床は産業用清掃車
によって、清掃されている

複雑な構造のフレーム部

ブラシ式（上）と真空還流式（下）
の路面清掃車
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VOICE　資材部会ビジネスネットワーク

　私たちは資材部会を専門分野ごとにグループ分けを行い、３分科会１３グループからなる「ビジネスネット
ワーク」を設置しております。この「ビジネスネットワーク」は会員の強い連携と結束を実現し、架装メーカーに
対して、積極的な協力体制を目指しています。
　「ＶＯＩＣＥ」では、部会会員会社の紹介や製品が開発されるまでのエピソード等を紹介していきます。

㈱パーマンコーポレーションダイレクト販売のパイオニア

吉原　雅郎
代表取締役会長 ㈱パーマンコーポレーション

代表取締役会長　吉原　雅郎
進化する自動車技術に即応しながら、世界中から選りすぐった高品
質で高機能・高性能な商品をお届けしてまいります。
〒550-0021 大阪市西区川口４－１－５
Tel:06-6586-2001　http://www.Pa-man.com/

　㈱パーマンコーポレーションは1965年、当時32歳で
あった吉原雅郎会長が起業した野口ブレーキロック㈱を前
身とし、トラック関連のツール、パーツ、物流用品を中心とし
た直販専門会社である。創業時から培ってきたダイレクト
販売のノウハウを生かし、世界中から取り寄せた4,000アイ
テムに及ぶ商品群を、全国に発送するビジネスで社業を発
展させてきた。自社工場は持たないが、カタログ掲載商品
の60％以上は、自社での企画・開発によるオリジナル製品
であり、20件余のパテントを保有し、40年に渡るロングセ
ラー商品も取り扱っている。
　各業界の名簿を入手して、往復ハガキによるダイレクト
メールを送ったり、首都
高速道路の大型車専用
の領収書の裏面に広告
を出すなど、ダイレクト
メールやチラシ、広告を
活用した巧みな宣伝で
顧客を増やしていった。

「ギアレンチ」がヒット商品となる
　直接販売をすることは、ユーザーの生の声を手に入れる
ことができ、新しい商品の企画開発につながることも多い。
1970年に発売した「ギアレンチ」は代表的な商品である。
　トラックの大型タイヤのナットは堅く締められているた
め、パンク等のタイヤ交換時に、従来の工具では、人の力
で緩めることが非常に困難であり、小さな力で回せる車載
工具が求められていた。常にアンテナを張り巡らせていた
吉原社長（当時）は、このような現場の声をいち早くキャッ
チし、直ちにギアレンチの開発・販売に着手した。自らも金
属加工について深く勉強し、製品の品質向上に役立てたと
いう。こうして発売されたギアレンチは、ドライバーや整備

士の労力を大きく低減する商品となり、「ノグチのギアレン
チ（当時の社名はノグチ自動車㈱であった）」と、トラック業
界において、冠が付くほどのベストセラー商品となり、現在
も改良が続けられ販売されて
いる。この「ギアレンチ」のブラ
ンド名「Pa-man」が現在の社
名となっている。「Pa-man」は
「強い力を出せる＝パワーマ
ン」から考案された造語である
が、同名の少年マンガとは偶
然の一致であるとのことである。
業界初のカタログ通販を開始
　創業当初から海外の展示会にも積極的に足を運び、世界
中の優れた商品を探し出しては、自社のラインナップに加え
てきた。自社開発の製品を中心に、毎年商品群を拡充して
いき、1985年には業界初とな
るカタログ通販を開始し、一気
に直販事業を拡大した。
　2005年にはインターネット
による直販も開始、翌2006年
に広島センターを10,000㎡に
拡張移転し、在庫と物流の処理
能力を大幅に向上させた。
　現在では、午後4時迄の注文
を即日に発送するサービス体
制を整えているが、常にすべての商品の在庫を持っていな
ければならないリスクにもつながっている。
　ダイレクト販売のパイオニア企業である㈱パーマンコー
ポレーションは、長年の直販の経験によって、この在庫リス
クを最小限度に抑えることで、短期即納の現代のユーザー
ニーズにも見事に応えることができている。

首都高速道路の領収書の裏に広告を出す

年２回発行している総合カタログ

「奉仕の心を持って行動しよう」
「新しいビジネスを作り出そう」
「それぞれに仕事を楽しくしよう」
の３つの社訓とともに、創業以来
50年に渡り、会社を率いてきた。

大ヒットした「ギアレンチ」は
ロングセラー商品となっている

㈱ニットレ国産の信頼性を守る軽量化への挑戦

㈱ニットレ
代表取締役社長　佐藤　安弘
ニットレのジャッキ・サスペンションは、
確かな技術と信頼性により、物流の未来を支えます。
〒455-0008 愛知県名古屋市港区九番町３－42
Tel:052-652-2416　http://www.satoh-gr.co.jp/nittre.html

　㈱ニットレは、1951年創業の㈱佐藤鉄工所から、トレー
ラ部品部門の事業拡大のため、1967年に日本トレーラ部
品工業㈱として設立。1987年に現社名へと変更した。
　大型機械加工設備を製造する㈱佐藤鉄工所を中心に、耐
熱ボード加工の藤為工業㈱、プラスチック成型のエルピー
エム㈱の合計４社で佐藤グループを形成している。
　㈱ニットレでは、主に車軸や補助脚、サスペンション等の
大型トレーラ、特殊車輌の部品の製造・販売を行い、山形の
酒田工場において、すべて国内で加工・製造している。
トレーラ用　手動式ランディングギア　
　トレーラ補助脚はランディングギアとも呼ばれ、トラクタ
が離れている時は、トレーラの前部を支える脚となり、積載
物を含めると相当大きな重量がかかる部分である。最近で
はドライバーの負担を低減する電動式の人気も高まってい
るが、重量とコスト面で手動式が主流となっている。国産部
品の構成により信頼性において高い評価を得ているが、海
外製の輸入品も低価格の優位性で台頭してきている。
軽量化とコスト削減
　海外製品に対して、価格競争力を強化するために開発さ
れた「NLH742」は、前モデルに比して「品質・強度をそのま

まに全体重量の軽量化とコスト
削減」をコンセプトに、全体の設
計を見直し、1割弱の軽量化を
実現した新製品だ。
　補助脚の構造は右図の通り
となっている。シンプルな構造
で部品点数も少ない。大きな重
量がかかる強度も必要なため、
軽量化は簡単ではなかった。
　NLH742では同社製品のト
レードマークでもあった円形の
ギヤボックスをだ円形に変更し、内部のギヤの構成と配置
を直列化して小型化した。同時にスラスト力※を相殺する
ことにつながり、軸受にボールベアリングを使わなくても操
作力を維持することができ、ベアリングレス化に成功した。
　※スラスト力＝回転体の軸方向に働く力

　設計と試作を繰り返し、1年半を
かけ、従来モデルから9％の大幅
軽量化の実現を果たした。
　現在、量産化に向けた材料調
達、生産工程の調整等を行ってお
り、「NLH742」の年内発売に向け
て大詰めの段階に入っている。

ドライブ
シャフト

ギヤボックス

メス
スクリュー

スクリュー
シャフト

外筒

内筒
サンドシュー

齋藤 輝弥
音羽事業所

エンジニアリング室

久保田 泰司
音羽事業所

営業技術部　営業技術課　課長

トレーラの前部に
取付けられる補助脚

【新設計】

【従来】三角形のギヤ配列のため、
中段軸にスラスト力が集中

直列配列に
することで
スラスト力が
相殺され
ベアリングレス化

従来モデル
NLH731

新製品
NLH742
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「無電柱化」とは？

Q1 そもそも電柱の役割は？

Q2

Q4 無電柱化で何が変わるの？
　景観が変わるのはもちろんのこと、電柱がなくなることで歩道の再整備
などを進めやすくなり、街づくりを地域の皆さんと取り組んでいくことで
社会生活の改善が図られ、住みやすく楽しい街の実現につなげられる。
　また、観光地では額縁の景色を味わう場所が拡大し、これまで以上に観
光客が訪れ、賑わいの高まりとともに、経済効果も期待することができる。

Q6

Q5

地中化による無電柱化

　私たちが街中で目にする電柱は、電力を供給することが最大の目的
である。それに加え、通信路線（電話線、光ケーブル、ケーブルテレビ
等）、街路灯設置、交通信号機設置、交通標識設置、携帯電話の中継局・
基地局設置、周辺の避雷設備として機能している。更に電柱広告など
広告塔としての役割も担っている。なお、現在電柱は全国で3,500万
本を超えており、年間7万本程度が増加している。

日本の無電柱化の状況は？
　日本の無電柱化の状況は、グラフに示すとおり欧米の主要都市だけではなく香港やシンガポールと比較しても立ち遅れている。
　なお政府は、2020年東京オリンピック・パラリンピック開催までに競技会場周辺の電線地中化を目指す推進計画を策定してい
る。また、各自治体においても無電柱化への取組みは計画されているが一様には進められないのが実態のようである。

Q3 無電柱化の目的は？

無電柱化は
どのようにして行うの？

　無電柱化は、2つの方法に大別され、更に方策により区分
されている。設置場所やコストを考慮し、地域に適した整備
を行うことが求められる。

無電柱化と「働くクルマ」の関係は？
　無電柱化が進められると、電柱の設置に不可欠な穴掘り建柱車の需要低下が見込まれる。高所作業車によ
る電柱のメンテナンスも少なくなるが、無電柱化の方式によっては、高所作業によるメンテナンスは残るので
はないかと思う。

地中化以外による無電柱化

※１ ： 電線共同溝方式
電線共同溝方式は、道路の地下空間を活用して電力
線、通信線等をまとめて収容し、沿道の各戸は地下か
ら電力線や通信線等を引き込む。

※2 ： 軒下配線方式
無電柱化したい通りの脇道に電柱を配置し、そこから引き込
む電線を沿道家屋の軒下または軒先に配置

※3 ： 裏配線方式
無電柱化したい主要な通りの裏通り等に電線類を配置し、主
要な通りの沿道の需要家への引込みを裏通りから行い、主
要な通りを無電柱化

　無電柱化により最もわかり易いのは景観向上である。これは都市部に限らず地方においても重要なポイントとなる。海外から
観光に訪れる皆さんが驚かれることの一つが電柱と張り巡らされた電線である。その場所の景観を損ねているだけではなく、倒
壊の危険も感じるとのこと。こうしたことへの感性は、自国にほとんど電柱がない国からいらした外国人の方の方が日本人より高
いのかもしれない。無電柱化はこうした状況の改善につながると考えられる。
　ただし、無電柱化は良いことばかりではないことも理解しておかなければならない。

【無電柱化により良くなること】
項　目 内　容

景観向上  ・ 街から電柱や電線が視界から消える
ことで見た目がすっきりする　

安全・快適
 ・ 街中で歩行者の妨げがなくなること
で歩道が広く使えるとともに歩道の
バリアフリーが推進できる

防　災  ・ 震災や暴風雨等での電柱の倒壊にと
もなう停電の防止がはかれる

【無電柱化にともない解決しなければならないこと】
項　目 内　容

防　犯  ・ 電柱に取りつけられることが多い、防犯カメラ・街路灯・防災無
線のスピーカー等の設置　

防　災
 ・ 電柱の役割の一つである避雷設備の電柱以外への設置が必要
 ・ 異常時の目視確認が困難
 ・ 冠水・豪雪などの災害時は配線・復旧などの作業ができない

費　用  ・ 初期費用（増設費用）が電柱に比べ高額。地中での整備費の場
合、1km当たり4億円から5億円と電柱の約20倍

無 電 柱 化

地中化による無電柱化
※１ 電線共同溝方式

※2 軒下配線

※3 裏配線

自治体管路方式
単独地中化方式
要請者負担方式

電線共同溝方式以外

地中化以外による無電柱化

現状の社会インフラである歩道の幅員や電力・通信の需要を考慮した方策
が検討されている。

国内で「無電柱化」について無電柱化推進検討会議やシンポジウムでの議論が進められて
いる。東京都は、2014年12月に無電柱化を積極的に推進し、世界一の都市・東京の実現
を目指し「東京都無電柱化推進計画」を策定した。今回は、無電柱化とはどういうことか、ど
のような方法があるのかについて紹介する。

❶掛広告（普通規格）
（大きさ：110×45cm）車道側

450cm
歩道側
350cm

165cm

❷巻広告（普通規格）
（大きさ：150×33cm）

❸町名地番表示

車
体
工
業
会

車
体
工
業
会

電柱に設置されている道路照明灯

道路照明灯

【欧米主要都市等との日本の無電柱化の現状】 【無電柱化に関する最近の動向
（国内の整備状況（特別区、政令市））】

（出典：国土交通省）

【整備前】

【整備（無電柱化）後】➡ ➡

（出典：国土交通省）

（出典：国土交通省）

地上機器
（トランス等）

特殊部

ケーブル（電力）
管路

管路

ケーブル（通信）

道路区域民地

軒下配線

（出典：国土交通省）

表通りに配線

裏通りに配線

（出典：国土交通省）

（％）

（％）
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　車両運搬車の誕生と発達は、日本のモータリゼーションの発展と大きく関わっている。1955年5月に「国民車構想」が政府
から発表されると、これを機に工場から販売店に新車を運ぶ陸送会社が、全国で誕生した。1955年5月には、日本で第１号と
なる車両運搬専用の2階式車両運搬車が製造された(写真参照)。
　1960～1970年代のいざなぎ景気に乗り、乗用車の保有台数が2,000万台を突破する中、車両運搬車製造メーカーも全
国に誕生し(現在は7社)増産体制が整備された。
　そして、車の保有台数が3,000万台を超えた1975年には、6台積
のセミトレーラ式車両運搬車も生産されるようになり、さらに、乗用
車の増産が拡大したバブル期の1986年には、トラクタの屋根上にも
積載装置を持つ、通称亀の子型トラクタも誕生し大量輸送に応えら
れる体制が整った。
　また、日本製乗用車の海外輸出の増大につれ、工場から港への大
量輸送対応として、1993年に日本で第1号の連結全長19ｍの8台
積みセンターアクスル型フルトレーラ式車両運搬車が開発された。
2011年には、より大型の乗用車やＳＵＶを効率よく運ぶために、連結
全長21ｍまで大型化した新型車も追加され、現在に至っている。

働くクルマたち 働くクルマたち

1台積スライド式車両運搬車の誕生

　社会に欠かすことのできない車体工業会会員が
製造している多種多様な「働くクルマたち」につい
て毎回、車種を選定してその特徴等、日頃は目にし
ないところを含めて紹介していく。
　第９回目としてトラック部会の会員が製造している
「車両運搬車」の主な車両を紹介する。

車両運搬車の今昔

最大の特徴は車載方法
　フロアを後方へスライドさせて後端を地面まで下げ、車両をスムーズに載
せ降ろしできるようにしたのが最大の特徴。中にはフロアを丸ごと車両後方
へスライドして降ろせるタイプもある。

　大量輸送が要求される一方で、小口配送及びユーザー納車、引取り、故障車
両の搬送等を目的とした1台積スライド式車両運搬車が、1972年に開発され、
現在陸送会社、販売店等の多くのお客様に利用されています。

①単車複数台積車両運搬車 資料提供 ： 細谷車体工業㈱

第9回 : 車両運搬車

車種    　　　　　　年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
1台積スライド式 2,159 1,545 1,921 2,362 3,036 3,241 3,491
２台積以上 328 118 191 186 297 333 364
セミトレーラ式 60 20 79 153 252 304 307
フルトレーラ式 1 0 2 3 1 9 1

計 2,548 1,683 2,193 2,704 3,586 3,887 4,163

3．生産台数

５台積み車両運搬車(型式名：ＭＡＡＡＧ)の特徴・工夫等
　多種・多様な商品車を、効率よく最大５台搭載可能な車両運搬
車。長距離配送や、ディーラー配送など、幅広くオールマイティー
に使用できる。荷台の昇降には、故障の少ない油圧シリンダーを
使用し、電装系トラブル時の対応策として、手動式非常バルブを装
備。サイドの外枠は、極力柱の数を
減らし、作業者の乗降性を配慮（一
部、対応できないシャシあり）。

車両積載時の様々な工夫
トレーラ式の車載方法の特徴
車両をできるだけ沢山載せるために、２階部分
のフロアは油圧シリンダーで上下に様々な動き
をさせることができる。中には車両を8台も積載
可能な運搬車もある。

セフテーローダ（型式名：SF20AA）の特徴・工夫等

1955年 日本第1号2階式車両運搬車

1972年 1台積車両運搬車
「セフテーローダ」

全長（mm） 6,860
全高（mm） 2,170
全幅（mm） 2,190

１．主要車種

車両諸元　『セフテーローダ』は車両及び各種自走機械、故障
車両の搬送において安全性に優れ、人員の省力化、
時間の短縮、トラックシャシへの負荷の軽減、荷台の
耐久性などにより効率的な業務の運用に有効。

全長（mm） 11,990
全高（mm） 3,700
全幅（mm） 2,490
最大積載台数 ５

車両諸元

②トレーラ式車両運搬車 資料提供 ： ㈱浜名ワークス

亀の子トラクタ＋HST110HGTBの特徴・工夫等
　トラクタ上部にも積載可能な亀の子タイプで、積載効率重視の連結全長17ｍのフルサイズ・トレーラ。車軸上のフロアを昇
降式とし、上段中央フロア後部を後ろ側のフロアと独立させて昇降させることが可能。防錆性の高い内スライド式主柱を採用
すると同時に、幅広車の積載作業性に優れたスライド車軸を標準装備。

車両諸元 トラクタ トレーラ
全長（mm） 7,100 12,380
全高（mm） 3,650 3,610
全幅（mm） 2,490 2,490
連結全長（mm） 16,950
最大積載台数 7

フルトラクタ＋HFT202RAの特徴・工夫等
　連結全長21ｍの新規格フルトレーラで、乗用車8台を積載することが可能。トラク
タ下段にはティルトアップスライドフロアを、トレーラ上段フロアにはスナップ機構を
設け、幅広い車種の積載を可能とした。また、トラクタとトレーラの連結部には油圧駆
動の渡り道板を装備。さらに、衝撃吸収性及び静粛性に優れ、積載車両にも優しいエ
アサスペンションを標準装備。

車両諸元 フルトラクタ フルトレーラ
全長（mm） 10,870 11,980
全高（mm） 3,770 3,490
全幅（mm） 2,490 2,490
連結全長（mm） 20,930
最大積載台数 8

資料提供 ： ㈱花見台自動車

（単位 : 台）
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一両入魂
日本車輌製造㈱　宮崎　将希

　私の趣味は鉄道模型の製作です。主に1/150スケール
のNゲージを収集、製作しており、小学5年生から始めて
16年経ちますが、現在では所有両数1400両を数えるま
でになりました。
　皆さんにお馴染みの新幹線から在来線の特急型車両、
通勤電車など、見慣れた車両は模型メーカーの完成品で
手に入れることができます。しかし、実車の活躍時期、地域
が極端に限られていたり製造両数が少ない車両、普段目に
することのない特殊用車に至っては、完成品メーカーは製
品化しません。このような車両は他のメーカー(個人製作
者)から発売されているキットを購入し、自分で構体組立、
塗装、部品取り付けを経て仕上げていきます。
　製作に至る道程は、まずキットを購入します。キットの生
産量は極めて少なく、入手が困難な事が難点です。次に実
車の資料(写真)を集
めます。実車がすで
に廃車・解体されて
いるケースでは、イ
ンターネット上の古
い写真を参考にしま
す。実車がまだ現役

のケースでは、資
料写真撮影のため
遠方に出掛けたり
します。これでよう
やく準備が整い製
作に入りますが、時

には拘り、模型をより細密化する作業を行います。車両前
面のライト、窓のワイパー、手すり等様々な細密化パーツ
が発売されています。しかし、技量不足で取付が上手くい
かないと、かえって車両全体の仕上がりが悪くなってしま
うので、自分の技量に見合ったパーツ選定を行います。1
両1両製作するたびに細密化のレベルを上げていき、最新
作と原点である最初の作品を比べてみて、少しずつ腕が上
がっているのを実感しております。妻板、側板、屋根板を歪
みがないよう注意して接合し、手直しを行った後、塗装工程
に入ります。塗装はエアブラシで行いますが、相手が手の
ひらサイズであり、タレや吹付不足があるとかなり目立つ
ので、細心の注意を払います。
　車体が完成したらパンタグラフ、クーラー、窓等を装着
し、走行用動力を組み込んで完成となります。市販の完成
品と比べ割高で手間暇もかかるキット製作ですが、運転会
で注目してもらえた時、お褒めの言葉を頂いた時の喜びは
何事にも代えがたく、この魂を入れた車両が次の製作意欲
を掻き立ててくれます。

COFFEE BREAK COFFEE BREAK

製作環境

私のユニーク地元ボランティア活動
日本フルハーフ㈱　添田　富司夫

　私の地元でのボランティア活動を紹介します。それは「サ
ンセフホテル」のホテルマンです。ホテルと言っても、本当の
ホテルではありません。場所は地元のUR都市機構の団地。
宿泊日は４月と９月の年２回だけ。宿泊客は毎回２組だけと
いうホテルです。団地がホテル？と不思議に思われると思い
ます。これは地元のアートを主軸として様々な活動をする
NPO団体が行っている市民参加型イベントです。このNPO
が公募した「ダンチイノベーターズ」という企画に私が応募
しました。
　動機は会社関
係のネットワーク
だけではなく、地
元でのネットワー
クを築こうと思っ
たからです。
　地元は少子化の影響で
小・中学校は廃校＆統合し、
駅前スーパーは閉店という状態で、これからも人口が大幅
に増加することは無いと感じました。そういった危機感から
街を活性化し、より魅力ある街作りのお手伝いをしようと思
うようになりました。ダンチイノベーターズとはURの某団
地を舞台に街全体を活性化しようという企画です。私は団
地を使って行える企画を提案し、そのメンバーに選ばれまし
た。仕事とは離れて、いろいろなアイデアを出すというのは
脳が活性化します。さてサンセルフホテルですが、これは同
じく企画に応募した若手アーティストが考案した企画です。
それはお客様は宿泊中に部屋の電気、ガスを使いません。
お客様は団地内を散歩しながら、ソーラーパネルで発電し
た電気をバッテリーに貯めて、その電気で一夜を過ごしま
す。お風呂は団地の住民の方の「もらい湯」。部屋の装飾は
団地の住民の皆さんによる手作りのカーテン、リネン類、ラ
ンプシェード、そしてお客様の趣味に合わせての飾りつけ
など様々な手作りアイデアが生まれます。参加者みんなが

「ホテルマン」がお客様と
団地内を蓄電散歩中！

団地住民との企画会議。毎回新しいアイデアを
出し合います。一番右が筆者

アートを楽しむ訳です。ホテルマンは団地住民を中心に大
学生、高校生、子供たちも参加します。それぞれが女将役、
シェフ役、コンシェルジュ役などを務めます。どなたでも参
加は自由です。宿泊日の夜に開催する、直径２．５ｍのバルー
ンを夜の太陽と見たてた「夜の太陽まつり」は圧巻で、お客
様も住民の方々にも喜んでいただきます。こういった活動
を通じて、団地や街の活性化になるように、また自分も楽し
みながら活動しています。

製作した模型

前列右から2番目が筆者

ランニングでやせる
日本板硝子㈱　山口　清一

　私の趣味の一つにランニングがあります。目的はやせる
事。始めてからはほぼ6年になります。毎週出来るだけ土日
とも10ｋｍほど走っています。
　きっかけは、当時暴飲暴食がたたり、標準体重を15ｋｇ以
上オーバーとなりいわゆるほぼメタボ状態で、何とかしな

きゃと思っていました。
　ある日会社帰りの家までの
夜道で同年代らしき人がラン
ニングをしているのを見てこ
れだっ！ と思い立ち、翌日に道
具を購入してその翌日から事
は始まりました。昔は部活動等
でかなり走り込んだ時期はあ
りましたが、ここまでコンスタ
ントに走ることはなかったように思います。
　成果としては、標準体重まではいまだ3kgほど及びませ
んが当時からは10kg以上はやせました。数年前に最高記
録としてはマイナス約18kgという時もありましたが、普段
のアルコール依存等で週末になると1～2kgは増え、平日
に蓄積した脂肪を土日で消費しているだけなので、今は現

状体重の維持になっ
ていますが。　
　ランニングでやせ
るコツとしては、先
ずなるべくゆっくり
走るのが良いらしい
です。いつもは1km
を6分程度のペース

で走ります。休日は朝食前にしかもコーヒーを飲んでから
スタートしています。理由は脂肪を燃焼しやすいらしいか
らです。私の住まいから5分ほど歩けば荒川という良い環
境であり、信号もないので河川敷や土手がランニングコー
スです。雨の日は市営のジムへ行き、ランニングマシーン
で30分ほど走ります。
　但し、単にランニングをするだけでは足りません。他にや
せるコツはやはり食べ物です。低カロリーを心がけるだけ
ではなく、なるべく食べる順番も野菜からにしています。
　ここまでやっていながら、マラソン大会のエントリーはと
いうと、地元で年一度開催されるマラソン大会の10kmに
エントリーしているだけです。さすがにその時だけはレー
スモードで47～48分で無理やり走りますが、ハーフやフ
ルマラソンにまでト
ライするかは決めて
いません。とりあえず
は、やせる為のランニ
ングを続けながら考
えるとしましょう。

河川敷のランニングコース
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① 特装車
 ・	 特装車全体は74,058台(117％)で、5年連続の
増。国内向けは震災復興等の公共事業関連の需
要を背景に66,521台(115％)、輸出車は7,537台
（137％）と、いずれも好調な伸びとなった。
 ・	 国内向けの輸送系車両は54,634台(119％)
と好調であった。特に生産台数の多いダンプ
車46,234台(118％)、タンクローリ2,735台
（116%）、トラックミキサ車2,775台(123％)が
好調であった。

 ・	 国内向けの作業系車両は11,887台（100％）と
ほぼ前年度並みであった。環境衛生車5,954台
（104％）は増加したが、消防車1,285台(98％)、
高所作業車3,460台（95％）は減少した。

② 特種車
 ・	 特種車全体は国内向けに加えて、輸出向けが大
幅に減少したことにより、12,664台(86％)と4年
ぶりに減少した。

 ・	 量産車（車いす移動車／警察車／警察パトロール
カー）は9,033台(89％)と減少。これは警察車両
が1,838台(71％)と大幅に減少したためである。

 ・	 非量産車は3,481台(92％)と減少した。これ
は、現金輸送車170台(43％)、ドクターズカー7
台（14%）、移動販売車22台（34%）等の減少に
よる。

③ 平ボデートラック（除くシャシメーカー標準車）
 ・	 シャシメーカー標準車を除く当会特有車は
15,318台(112％)と5年連続で増加した。

 ・	 サイズ別では大型4,969台(111％)、中型5,371
台(113％)、小型4,978台(112％)といずれも二
桁増。

 ・	 車種別では震災復興や国土強靭化計画関連の需
要のため、大／中／小型とも汎用性の高い平ボ
デー車(普通あおり、深あおり)の伸びが大きい。ま
た、大型は4台積以上の車両運搬車、小型では1台
積の車両運搬車が増加した。

2014年度　会員生産状況概要

カーゴテック・ジャパン㈱
購買部
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手がけた車を街で
見かけた時に家族
に自慢できます。

Ｑ１　どんなお仕事ですか。
　車体のボデーを架装する仕事の営業をしています。架
装の営業は車の知識だけではなく、法規や特殊部品の使
用方法、物の作り方、価格の算出等覚えることがたくさん
あり、終わりがない仕事です。

Ｑ２　仕事で楽しいときは
　受注した車が形になり、お客様に満足していただいた
時やクラタで手掛けた車を街で見かけた時に家族に自
慢できることは楽しみの一つです。

Ｑ3　仕事でつらいこと
　自分が受注してきた仕事が利益を出せなかったり、何度
も事前打合せを行なった案件が入札で負けてしまい受注
できなかった時です。

Ｑ4　これまでの仕事の中で
	 印象に残っている出来事は？
　一番初めに受注した車両です。お客様との打合せから
社内への説明、部品製作、車両への取付、出荷前検査と納
車まで携り、無事に納車できた時の喜びはとても大きかっ
たです。

Ｑ5　御社のPRをしてください！
　お客様のご要望に応え、確かな製品を提供する様、社員
皆日々努力を続けています。架装のご相談は是非クラタ
へよろしくお願いします。

Ｑ１　どんなお仕事ですか。
　架装・製造、改造に必要な部材及び製品のスペアパー
ツ、さらには工場内で使用する工具や消耗品等の購買業
務を担当しています。また、製品の出荷前検査に基づいた
レポートを作成し、品質管理部門へ提出する業務も担当し
ています。

Ｑ２　仕事で楽しいときは
　部材が過不足無い、平時の状態であることが一番嬉し
いです。また、街中や現場で自社製品を目にすると、お客
様のお役に立てているという実感を持つことができ、やり
がいを感じます。

Ｑ3　仕事でつらいこと
　ミスにより欠品を出してしまったときで、適正に在庫を
維持することが大変なことです。また、検査レポートを英
語でうまく表現できず時間が掛かりすぎてしまい、周り
の人に迷惑を掛けてしまうことです。

Ｑ4　これまでの仕事の中で
	 印象に残っている出来事は？
　製品の品質担当者が来日した際、今までは経験がな
かった外国の方との直接やり取りをしたことがとても新鮮
でした。しかし、私の英語力不足でうまくコミュニケーショ
ンを取れなかったことがとても悔しかったです。今後の為
に、英語に限らず日々勉強を重ねていくことの大切さを痛
感した出来事でした。

Ｑ5　御社のPRをしてください！
　物流関連重機器を世界120か国以上に展開する北欧
メーカーの日本法人です。特にヒアブブランドでは70年
以上の歴史を誇る世界のリーディングカンパニーとして、
各種荷役製品を提供しています。この他にも港湾重機器
のトップブランドであるカルマーも取扱っており、多くの
お客様の変わらないご支持を頂いています。今後も社会
に貢献できる製品、お客様にご満足頂けるサービスをご
提供できますよう全社を挙げて精進して参りますので、何
卒よろしくお願いいたします。

英語に限らず日々
勉強を重ねていく
ことが大切です。

④ バン
 ・	 バン型車全体は65,576台(110％)と3年連続で
増加した。

 ・	 サイズ別では大型15,991台(117％)、中型
21,778台(117％)、小型・軽27,807台(102％）と
大型、中型の伸びが大きい。

 ・	 車種別ではウイングが23,773台（120％）ドライ
バンが17,255台（112％）が大きく増加。この他、
冷凍車、保冷車も増加したが、ボトル運搬車は減
少した。

⑤ トレーラ
 ・	 トレーラ全体は6,394台(103％) と2年連続で
増加した。

 ・	 車種別ではコンテナ用タイプが1,634台
（93％）で減少したが、バンは復興需要により
1,708台（109％）となった。その他特装系は
1,179台(107％)であり、特にダンプトレーラが
建設需要の増加などにより全体を押し上げた。

⑥ 大中型バス
 ・	 大中型バス全体で3,885台(92％)と3年ぶりに
前年を下回った。これは三菱ふそう向けが台数
カウント対象外となったためである。日野及びい
すゞ 向けでは114%と増加、車種別でも路線用
108％、観光用118％、自家用121％と全ての車
種で増加した。

⑦ 乗用・小型商用車・軽
 ・	 国内向けは昨年度の消費税率引き上げ前の駆
け込み需要の影響で前年比91%と前年割れと
なった。

	 輸出も同94%と前年割れとなり、合計も同93％
となった。

（　）内は前年度比
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２０１4年度実績

台　　数 前年比(%)

全　体

国　　内 1,233,468 93.8

輸　　出 1,016,959 96.1

合　　計 2,250,427 94.8

非量産車
※印の
車両

国　　内 170,208 109.4

輸　　出 7,687 122.9

合　　計 177,895 110.0

特装車
※

国
内

輸送系車両 54,634 118.7

ダンプ車 46,234 118.0

タンクローリ 2,735 115.7

トラックミキサ車 2,775 123.4

粉粒体運搬車 745 105.8

脱着コンテナ車 2,145 138.7

　作業系・その他車輌 11,887 100.3

消防車 1,285 97.9

コンクリートポンプ車 277 96.5

環境衛生車 5,954 103.9

高所作業車 3,460 94.6

その他 911 105.8

国　　内 66,521 114.9

輸　　出 7,537 136.9

合　　計 74,058 116.8

特種車
※

国
内

量産系 9,033 88.9

非量産系 3,481 92.2

医療防疫用 212 83.5

作業・工作用 472 104.0

サービス用 298 57.4

その他 2,499 98.1

国　　内 12,514 89.8

輸　　出 150 20.0

合　　計 12,664 86.2

注） トラック運転台及びテールゲート等の装置生産台数は含んでいません。

２０１4年度実績

台数 前年比(%)

平ボデー
トラック

国
内
標準型（シャシメーカー標準車） 16,817 105.3

※　大　　型 4,969 111.1

※　中　　型 5,371 113.3

※　小型・軽 4,978 112.1

合　　計 32,135 108.5

バン
※

国
内

大　　型 15,991 116.9

ドライバン 13,281 124.7

冷蔵・冷凍車 2,530 86.6

その他 180 173.1

　中　　型 21,778 116.6

ドライバン 12,154 120.5

冷蔵・冷凍車 8,731 114.5

その他 893 92.4

小型・軽 27,807 101.9

ドライバン 14,449 111.0

冷蔵・冷凍車 11,250 97.9

その他 2,108 76.3

合　　計 65,576 110.0

トレーラ
※

コンテナ 1,634 92.5

バン 1,708 108.9

平床・低床 1,873 105.8

その他特装系 1,179 106.9

合　　計 6,394 103.0

バス

国
内

※　大・中 3,885 92.0

路線 1,850 85.2

観光 1,448 94.1

自家用 587 114.6

その他 7,844 104.9

国　　内 11,729 100.3

輸　　出 110,140 113.1

合　　計 121,869 111.7

乗用
小型商用

軽

国　　内 1,038,599 91.4

輸　　出 899,132 94.2

合　　計 1,937,731 92.7

2014年度　会員生産台数実績

輸送系
作業系・その他
輸出 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

車いす移動車
緊急用
その他 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

平ボデートラック
（除くシャシメーカー
標準車）

生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

バン
（除く冷凍・保冷車）

冷凍・保冷車 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

平床・低床
バン
コンテナ
その他特装系 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

路線
観光
自家用 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

国内
輸出 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比
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NEWS

編集後記

この会報「車体NEWS」は、主として自動車車体にかかわ
る法令改正等の動きを情報としてとりまとめ、春、夏、秋、
冬の4回、季刊発行により関係方面の方々に毎回およそ
1,700部を送付させていただいております。送付先は当工
業会会員事業所他全国の大型車等の自動車販社、各都道
府県のバス、トラック協会、バス、トラックの大手ユーザー、
全国の経済産業局、運輸局、運輸支局、自動車検査（独）検
査部・事務所、日本自動車車体整備協同組合連合会、軽自
動車検査協会及び自動車関係団体となっております。

表紙写真について

2015年6月15日発行
発行所	 一般社団法人　日本自動車車体工業会
	 〒105-0012　東京都港区芝大門1-1-30
	 TEL.03-3578-1681　FAX.03-3578-1684
発行人　吉田　量年

トヨタ車体株式会社………………… P.53
スリーエム ジャパン株式会社……… P.54
交通エコロジー・モビリティ財団………表4

広告掲載会社

SUMMER 2015 夏

移動販売軽貨物
自動車用ボデー
㈱ヤマセ

「買い物弱者」といわれる
方々が皆さんの周りにも
居ます。買い物に行きた
くても交通手段が無い、
ちょっとした距離でも歩く
ことが難しい。小回りの利
く軽トラックでその様な
方々のご自宅などに、小さ
なスーパーとしてお伺い
する車両です。

　今号の「そこが知りたい」では無電柱化について紹介した。紙面の関係で触れることがで
きなかったが、海外で無電柱化が進展した理由の一つに19世紀末にロンドンで街灯を設
置するという公共事業が計画され、ガス灯の事業者と電気の事業者の競合があったことを
知った。ガスは既に管が地中化されており、街灯を設置する際には必要な管を埋設しなけ
ればならなかった。一方、電気は架空できるため設置費用に大きな差があった。そこで競争
条件が公正ではないとの判断により電気法が制定され架空が禁止された。これによりガス
灯から電灯に変わっていく際、電柱を立てず地中化されたとのこと。
　きっかけは時代を反映させると言われることがあるが、ロンドンでの出来事は果たして
時代を反映させたものであったのか、首を傾げてしまう。ルールは公正でなければならな
いことは誰もが理解している。ただし、公正を判断する鑑（かがみ）が重要であることの理
解はどうであろうか。目的を考え、それに最適な鑑を常に用意し行動していきたいと思う。
　6月は「不正改造車排除強化月間」である。安全・安心という目的を確実に確保していく
ためにも、鑑についてあらためて考えることが大切である。　　　　　　　　　（吉田）

編集後記

業界内外に的確な情報をお伝えしたいと
思っております。
どうぞよろしくお願いいたします。

新 広 報 委 員

河野　元通 氏
㈱河野ボデー製作所
営業部部長
（特種部会）

車体工業会会員生産台数の公表について
　昨今の急激な景気変動にともなう業界全体の状況をいち早く社会全体へ公表するために、生産台数データを当
会ホームページに公開しておりますので、下記サイトをご覧下さい。
　http://www.jabia.or.jp/data/index.php

輸送系
作業系・その他
輸出 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

車いす移動車
緊急用
その他 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

平ボデートラック
（除くシャシメーカー
標準車）

生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

バン
（除く冷凍・保冷車）

冷凍・保冷車 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

平床・低床
バン
コンテナ
その他特装系 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

路線
観光
自家用 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比

国内
輸出 生産台数(千台） 生産台数(千台） 対前年比
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山田　善雄 氏
山田車体工業㈱
取締役企画室長
（トラック部会）

退任挨拶

渡辺　義章 氏
日産車体㈱　取締役社長
　2年間、広報委員会委員長を務めさせ
ていただきました。「車体NEWS」は対外
的に発信する広報活動の大切な手段であ
り、広報委員会委員の皆様にはその作成
に苦労をかけたと大変感謝しております。
　今後は、網岡新委員長のもと、広報活動
／車体NEWSを更に良いものにしていた
だきたいと思います。

網岡　卓二 氏
トヨタ車体㈱　取締役会長
　この度、渡辺義章氏に代
わり、新たに委員長に就任
いたしました。業界内外に的
確な情報をお伝えしたいと
思っておりますので、どうぞ
よろしくお願いいたします。

広 報 委 員 長 交 代 の お 知らせ

新委員長就任挨拶



スリーエム ジャパン株式会社
トラフィック セーフティ・セキュリティ事業部

本社　〒141－8684　東京都港区北品川6丁目7番29号
電話　03－6409－3388
URL　http://www.mmm.co.jp

夜間や薄暮に多発するトラックなど大型車両の事故。車両の視認性低下が原因のひ
とつとなっています｡夜間の事故防止には再帰反射材による車両マーキング（線状再
帰反射材、輪郭再帰反射材、特徴等表示再帰反射材）が不可欠です。その効果は
様々な研究報告によリ明らかになっています。
わが国では「道路運送車両の保安基準」でその取付要件が規定されました。すでに
欧米では多くの国々で取付要件が規定されており、義務化された国もあります。スリー
エムではこの基準に適合した（※Eマーク付）3MTMダイヤモンドグレードTMコンスピキュ
イティ反射シートと3MTM反射シート680Eシリーズを提供しています。
また、スリーエムでは従来より車体のボデーをPR媒体として活用するフリートマーキン
グシステムの概念を提案し､スコッチカルTMフィルム､コントロールタックTMプラスフィルム
およびグラフィックスを提供してきました。トラック輸送の有効性、重要性が今後さらに見
直される傾向にあります。
今こそ安全性とＰＲ効果がキーワードの車両マーキングとフリートマーキングの採用を
検討する時期です。

3MTM

ダイヤモンドグレードTM

コンスピキュイティ反射シート

3MTMダイヤモンドグレードTM

コンスピキュイティ反射シート

3MTM反射シート680Eシリーズ

スコッチカルTM フィルム
コントロールタックTMプラスフィルム

トヨタ車体は、1945年8月31日にトラックボデーの専門メーカーとして産声を上げました。

その歩みは、ミニバン・商用車・ＳＵＶ、さらには福祉車両や超小型モビリティにも拡充し、
絶えず社会の変化や潜在的なニーズを感じとり、

お客様の期待を超えるクルマへと進化させてきた挑戦の歴史です。

たくさんの方々に支えられて迎えることができた70周年。

これからもお客様の暮らしをさらに豊かにするために、
「心」と「力」をあわせて、「もっといいクルマづくり」に励んでまいります。

おかげさまで創立70周年
～感謝を胸に、未来へ夢をつなぐ～


